
資料関係  
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児童虐待防止のための親権制度の見直しについて  

第1 親権制度の見直しの必要性  

現在の制度では，児童虐待の事案等において，子の利益の侵害を防ぐという  

現実の必要性に応じた適切な親権制限が困難であることなどから，児童福祉法  

及び児童虐待防止法における諸課題と併せて，民法の親権に関する規定の見直  

しを検討する必要がある。  

第2 検討の経緯  

1 平成19年改正法附則  
平成19年の児童虐待防止法及び児童福祉法の一部を改正する法律附則によ  

り，政府は，同法律施行（施行日平成20年4月1日）後3年以内に，親権に  

係る制度の見直しについて検討を行い，その結果に基づいて必要な措置を講ず  

るものとされた。  

2 研究会  

平成21年6月～12月 「児童虐待防止のための親権制度研究会」開催  

＜研究会の目的＞  

論点整理及び民法改正の要否の検討  
＜メンバー＞  

学者，家庭裁判所判事，弁護士，児童相談所関係者  
最高裁判所事務総局担当者，厚生労働省担当者，法務省担当者  

平成22年1月   研究会報告書の取りまとめ  

3 法制審議会への諮問等（民法関係）   

平成22年2月5日   法制審議会へ諮問，児童虐待防止関連親権制度部会  

設置（3月25日第1回会議開催）  

＜諮問第90号＞  

児童虐待の防止等を図り，児童の権利利益を擁護する観点から民法の  
親権に関する規定について見直しを行う必要があると思われるので，そ  
の要綱を示されたい。  

4 社会保障審議会における検討（児童福祉法、児童虐待防止法関係）  
平成22年2月17日 社会保障審議会児童部会において、児童虐待防止の  

ための親権の在り方に関する専門委員会の設置了承  

（3月31日第1回会議開催）  
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児童虐待防止のための親権制度の見直しに関する主な論点  

（前注）この資料は，「児童虐待防止のための親権制度研究会」において取り上げた主な  

論点をまとめたものであり，○は主に民法に関係する論点，●は主に児童福祉法又  

は児童虐待防止法に関係する論点である。  

1 親権に係る制度について検討するに当たっての一般的な視点  

親権が子の利益のために行わなければならないものであり，児童虐待が親権  

によって正当化されないことが，検討に当たっての重要な指針となる。  

2 親権を必要に応じて適切に制限するための手当に関する論点   

○ 現行の親権喪失制度の見直し   

・ 親権喪失原因の見直し  

研究会報告書では，親権の濫用又は著しい不行跡とされている現行の親  

権喪失原因について子の利益の観点を中心とした規定とすべきであるとし  

た上で，そのような見直しを行う場合の原因の定め方について論点整理が  

されている。   

・親権喪失の申立人に子を加えること  

研究会報告書では，申立人に子を加えるべきとの意見が紹介された上で，  

その問題点も併記されている。   

○ 親権の一時的制限制度の創設等   

・ 家庭裁判所の審判により親権を一時的に制限する制度の創設の要否・可否   

・ 同制度を創設する場合の制度設計の在り方  

研究会報告書では，親権の一時的制限制度を設けることが考えられると  

した上で，その制度設計について論点整理がされている。   

● 施設入所等の措置又は一時保護が行われている場合に親権を部分的に制限す  

る制度の創設等   

・ 施設長等の権限が親権に優先する制度の創設の要否・可否  

研究会報告書では，施設長，里親等及び児童相談所長の児童の監護等に  

関する権限が親権者の親権に優先するものとすることが考えられるとした  

上で，その制度設計について論点整理がされている。  
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・ 一時保護についての見直し  

研究会報告書では，行政の判断のみによる一時保護について，裁判所の  

関与の在り方を含め，現行の一時保護の期間について見直しが必要かどう  

かについて，論点整理がされている。  

○ 親権の一部制限制度の創設等  

家庭裁判所の審判により親権の一部を制限する制度の創設の要否・可否  

同制度を創設する場合の制度設計の在り方  

研究会報告書では，親権の一部制限制度を設けることについての積極意  

見・消極意見が挙げられた上で，仮に設けるとした場合のあり得べき具体  

的制度設計について論点整理がされている。  

3 親権を行う者がない子を適切に監護等するための手当てに関する論点   

○ 法人による未成年後見の導入  

法人を未成年後見人に選任することができるものとすることの要否・可否  

研究会報告書では，法人を未成年後見人に選任することができるものと  

すべきとの意見が紹介された上で，その問題点も併記されている。   

● 親権者等がいない児童等の取扱い   

・里親等委託中又は一時保護中の児童に親権者等がいない場合に，児童相談  

所長等が親権を行うものとする制度の創設の要否・可否  

研究会報告書では，里親等委託中又は一時保護中の児童について，親権  

者等がないときには，児童相談所長等が親権を行うものとすることが考え  

られるとした上で，その制度設計について論点整理がされている。  

■ 施設入所等の措置及び一時保護が行われていない未成年者に親権者等がい  

ない場合に，児童相談所長が親権を行うなどする制度の創設の要否一可否  

研究会報告書では，施設入所等の措置及び一時保護が行われていない未  

成年者に親権者等がいない場合でも，その福祉のため必要があるときには，  

児童相談所長が親権を行い，又は，児童相談所長を未成年後見人に選任す  

ることができるようにすることが考えられるとした上で，その問題点も併  

記されている。  
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4 親権制度の見直しに関するその他の論点   

● 接近禁止命令の在り方   

・強制入所等以外の場合に接近禁止命令を可能とすることの要否・可否  

研究会報告書では，平成19年改正によって創設された接近禁止命令の制  

度の対象を拡大することなどについての論点整理がされている。   

● 保護者に対する指導の実効性を高めるための方策   

・保護者指導に対する家庭裁判所の関与の在り方  

研究会報告書では，家庭裁判所が保護者に対する指導に現行制度以上に関  

与することについて積極意見・消極意見が挙げられた上で，仮にそのように  

する場合のあり得べき関与の在り方について論点整理がされている。  

○ 懲戒権二懲戒場に関する規定の見直し   

・懲戒権・懲戒場に関する民法第822条を削除することの要否・可否  

研究会報告書では，民法第822条を削除すべきとの意見が紹介された上  

で，この点を検討するに当たって考慮すべき事項について整理がされている。   



社会保障審議会 児童部会  

児童虐待防止のための親権の在り方に関する専門委員会の設置について  

1 設置の趣旨   

児童福祉法及び児童虐待防止法に関して、児童虐待の防止等を図るなどの観点から親   

権の在り方についての検討を行うため、社会保障審議会児童部会に「児童虐待防止の   

ための親権の在り方に関する専門委員会」（以下「専門委員会」という。）を設置する。  

2 構成等   

（1） 専門委員会の委員は、別紙のとおりとする。  

（2） 専門委員会には委員長を置く。   

（3） 専門委員会は、法務省及び最高裁判所に参加を求めるほか、特に必要があると  

認めるときは、関係者を招聴して意見の聴取等を行う。  

3 検討事項   

専門委員会における検討事項は以下のとおりとする。   

・施設入所中等の児童に係る親権制限の在り方について   

・ 親権者等がいない児童等についての親権行使の在り方について   

・接近禁止命令の在り方について   

・保護者指導に対する裁判所の関与の在り方について   

・ その他  

4 委員会の庶務   

専門委員会の庶務は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止対策室にお   

いて処理する。  
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児童虐待防止のため  
在り方に関する専P  
委 員 名  

の 権 親 の  

会 員 委 RrJ  

簿  

委員名   役  職   

磯谷 文明   くれたけ法律事務所 弁護士   

大村 敦志   東京大学大学院法学政治学研究科 教授   

長 秀之   東京家庭裁判所判事   

才村 純   関西学院大学人間福祉学部 教授   

佐藤 進   埼玉県立大学学長   

庄司 順一   青山学院大学教育人間科学部 教授   

松風 勝代   大阪府福祉部子ども室家庭支援課参事   

豊岡 敬   東京都児童相談センター次長   

中島 圭子   日本労働組合総連合会 （連合）総合政策局長   

松原 康雄   明治学院大学社会学部 教授   

水野’紀子   東北大学大学院法学研究科 教授   

吉田 恒雄   駿河台大学法学部 教授  
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（50音順 敬称略）  

（平成22年3月31日現在）  
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平成22年度における施設入所児童等への  

特別支援事業について   

児童福祉施設に入所している中学校修了までの父母のいない子  

ども等について、平成22年度の措置として、子ども手当相当額  

が行きわたるような支援を実施する。  

【事業内容】  

○ 安心こども基金の地域子育て創生事業を活用して、施設に対して   

補助を実施。  

○ 施設は、対象となる子どもの健やかな育ちの支援のために当該補   

助を使用。  

・補助額   

対象となる子ども1人につき 月額13，000円  

・対象となる子ども   

父母のいない子ども等子ども手当の支給の対象とならない   

子ども  

※ 平成23年度以降の取扱いについては、子ども手当制度のあり方   

の検討の中で、子ども手当の恩恵が行きわたるような子ども手当制   

度における対応について検討。  
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雇児発0331第19号  
平成2 2年3月 31日  

都 道 府 県 知 事  

各 指 定 都 市 市 長  殿  

児童相談所設置市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

平成22年度における子ども手当の支給に関する法律の施行に伴う  

児童福祉施設に入所する子ども等への特別の支援について   

平成22年度における子ども手当の支給に関する法律（平成22年法律第1  

9号。以下「平成22年度子ども手当法」という。）が、平成22年3月31日  

に公布され、平成22年4月1日から15歳に達する日以後の最初の3月31  

日までにある子どもが支給対象となったところである。   

一方、平成22年度子ども手当法附則第2条の規定を踏まえ、児童養護施設  

に入所している子どもその他子ども手当の支給対象とならない子どもに対する  

支援等については、平成23年度以降の取扱について子ども手当制度のあり方  

の検討の中で別途検討をするとともに、平成22年度においては、安心こども  

基金管理運営要領を改正し、標記の児童福祉施設に入所する子ども等への特別  

の支援を行うことができることとした。   

今般、その具体的内容について、別紙のとおり「平成22年度における施設  

入所児童等への特別支援事業運営指針」（以下「運営指針」という。）を策定し  

たので、円滑な実施をお願いしたい。   

また、本事業の実施にあたっては、下記事項に留意されるとともに、本事業  

の実施について、管内市町村（指定都市及び児童相談所設置市を除き、特別区  

を含む。以下同じ。）及び施設等関係者に対して周知されるようお願いする。   

なお、この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4に  

規定する技術的な助言に当たるものである。  
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記  

1．安心こども基金管理運営要領の改正   

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の運営については、平   

成21年3月5日20文科初第1279号・雇児発第0305005号文部   
科学省初等中等教育局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知に基づき   

実施されているところであるが、平成22年3月31日21文科初820号  

・雇児発0331第3号本職通知により、別紙「安心こども基金管理運営要   

領」（以下「管理運営要領」という。）の一部が改正され、別添12の地域子   

育て創生事業に定める事業について、「平成22年度における子ども手当の支   

給に関する法律の施行に伴う児童福祉施設に入所する子ども奪への特別の支   

援」を新たに追加し、平成22年4月1日より適用することとした。  

2．運営指針第4条の対象児童について  

（1）運営指針第4条に定める特別支援事業は、小規模住居型児童養育事業を  

行う者若しくは里親（以下「里親等」という。）に委託され、又は児童福祉  

施設（別紙に定める児童福祉施設及び指定医療機関をいい、以下「施設」  

という。）に入所する児童であって、子ども手当の支給要件に該当する父母  

等がいない児童（以下「対象児童」という。）を対象に当該児童を委託され  

た里親等又は当該児童が入所する施設に対し、子ども手当相当額を助成す  

るものである。  

具体的には、父母が死亡した児童、父母の生死が明らかでない児童、父  

母が法令により拘禁されている児童、父母から遺棄されている児童、父母  

に親権喪失の宣告がなされた児童、児童福祉法第28条第1項による措置  

文は委託が行われた児童等の父母の監護・生計同一関係が認められず子ど  

も手当の支給要件に該当する者がいない児童が対象児童となると考えられ  

る。  

（2）本事業は、子ども手当の支給の有無と密接な関連があり、施設に入所す  

る児童の父母等に子ども手当が支給される場合には、本事業の対象児童に  

はならない。このため、運営指針による対象児童の認定に当たっては、必  

要に応じて、父母等の住所地の市町村に対して、住民基本台帳の確認を依  

頼するなど子ども手当の支給ついての照会を行うこととする。市町村に対  

しては、あらかじめ本事業の趣旨及び実施に伴う協力について周知された  

い。  
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3．事業の実施時期   

本事業は、平成22年4月1日から実施するものとする。  

4．費用  

（1）本事業の実施のために要する都道府県等の事務費及び助成費について   

は、管理運営要領の定めるところにより、安心こども基金の地域子育て創  

生事業として基金を取り崩し支出できるものであること。  

（2）本事業の実施に伴い、管理運営要領の別添の2の①区分の「すべての子  

ども・家庭への支援」へ管理運営要領の6（2）に定める区分間配分変更  

を行う場合は、本事業を行うための経費の増額分に限り、その内容を記載  

した報告をもって、厚生労働大臣の承認を受けたものとみなす。  

5．その他   

本事業は、里親等及び施設の施設長から申請に基づき実施する事業である   

が、事業の円滑な実施が行われるよう、児童相談所等における対象児童の把   

握や事業の周知について努められたい。  
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（別紙）  

平成22年度における施設入所児童等への特別支援事業運営指針  

（目的）  

第1条 この指針は、児童福祉施設に入所する父母がいない児童等で、子ど   

も手当の支給対象とならない児童に対して、都道府県等が平成22年度の   

措置として、児童福祉施設等の実施する子ども手当相当額の特別の支援（以   

下「特別支援事業」という。）について必要な事項を定めるとともに、当該   

事業を実施することにより、児童の健やかな育ちを支援することを目的と   

する。  

（定義）  

第2条 この指針で、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると   

ころによる。   

1 「父」には、母が児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないが、そ  

の母と事実上の女昏姻関係と同様の事情にあった者を含む。   

2 「児童」とは、15歳に達する日以後の最初の3月31日までの間に  

ある者をいう。  

（実施主体）  

第3条 実施主体は、都道府県、指定都市、児童相談所設置市（以下「都道   

府県等」という。）とする。  

（対象児童）  

第4条 特別支援事業の対象となる児童（以下「対象児童」という。）は、児   

童福祉法に定める措置等（障害児施設給付の決定を含む。以下「措置等」   

という。）を行った次の各号のいずれかに該当する児童で、かつ、平成22   

年度における子ども手当の支給に関する法律（平成22年法律第19号）   

第6条に規定する子ども手当の認定を受けた父母等がいない児童とする。   

1 小規模住居型児童養育事業を行う者又は里親に委託された児童   

2 乳児院、児童養護施設、知的障害児施設、盲ろうあ児施設、肢体不自  

由児施設、重症心身障害児施設、情緒障害児短期治療施設又は児童自立  

支援施設に入所する児童   

3 指定医療機関（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第7条第6  

項及び第7項に規定するものをいう。）に入所する児童  
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（事業の内容）  

第5条 特別支援事業は、都道府県等が措置等を行った第4条の対象児童につ   

いて、当該児童の委託を受けた者又は対象児童が入所する施設の長（以下   

「事業実施者」という。）に対し子ども手当相当額を助成し、助成を受けた   

事業実施者が、当該児童に対して特別の支援を実施するものをいう。  

2 事業実施者が行う特別支援事業の実施期間は、平成22年4月1日から   

平成23年3月31日までとする。  

（特別支援事業費の額）  

第6条 特別支援事業に要する費用（以下「特別支援事業費」という。）の額   

は、月を単位として算定するものとし、その額は、1月につき、1万3千   

円にその月の初日の対象児童の数（その月の初日に子ども手当の支給事由   

が消滅した児童の数を除く。）を乗じて得た額とする。  

2 対象児童ごとに助成額を算定する場合は、平成22年4月から平成23   

年3月までの間において、当該児童が第4条の対象児童となる事実が生じ   

た日（当該児童が子ども手当の支給対象であった場合は、子ども手当の支   

給事由が消滅した日の翌日）の属する月の翌月（その日が月の初日の場合   

はその日の属する月）から、当該児童が子ども手当の支給対象となるなど   

対象児童としての事由が消滅した日の属する月までの月数に1万3千円を   

乗じて得た額とする。  

（認定）  

第7条 特別支援事業費の助成を受けようとする者は、別に定めるところに   

より、事業実施者に関する事項、対象児童に関する事項及び特別支援事業   

費の額について、対象児童について措置等を行った都道府県知事（指定都   

市にあっては、市長とし、児童相談所設置市にあっては、児童相談所設置   

市の市長とする。以下同じ。）に申請し、認定を受けなければならない。  

2 都道府県知事は、上記申請の内容を審査し、事業実施者、対象児童及び   

特別支援事業費の額の認定を行うものとする。なお、対象児童の認定に当   

たっては、必要に応じ、申請のあった対象児童に係る子ども手当の支給の   

有無等について関係市町村等に照会するものとする。  

（特別支援事業費の助成）  

第8条 都道府県知事は、前条の認定をした事業実施者に対し、特別支援事   

業費を助成するものとする。  
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2 特別支援事業費の助成限度額は、平成22年4月から平成23年3月ま   

での各月について、第6条第1項により算定した額の合計額とする。  

3 都道府県知事は、特別支援事業費の助成は、助成限度額の範囲内で事業   

実施者の請求により概算払いにより交付することができる。  

4 特別支援事業費の助成の申請、交付、確定の手続きについては、都道府   

県知事が別に定める。  

（対象児童の変更）  

第9条 ′事業実施者は、第7条の認定を受けた後において、対象児童に増加   

又は減少の変更が生じた場合には、第7条の手続きに準じて都道府県知事   

の認定を受けるものとする。  

（事業実施者の留意事項）  

第10条 事業実施者は、助成を受けた特別支援事業費について、第1条の   

趣旨に従って用いなければならない。  

2 事業実施者は、対象児童ごとに、当該児童に係る特別支援事業費を管理   

し、助成額及び支出の内容を明らかにしておかなければならない。  

3 特別支援事業費の対象経費は、対象児童に係る物品等の購入に係わる経   

費の他、対象児童の趣味、会食、旅行等の活動に要する経費（金銭給付を   

除く。）とするが、事業実施については、対象児童の希望を聞くなど十分配   

慮しなければならない。  

（実績報告）  

倉11条 事業実施者は、別に定めるところにより事業の実績報告書を都道   

府県知事に提出しなければならない。  

（助成額の精算）  

第12条 都道府県知事は、前条の実績報告書の提出があったときは、事業   

実施者に対して助成すべき額を確定し精算しなければならない。  

（実施細目）  

第13条 この指針に定めるもののほか、特別支援事業の実施に関し必要な   

事項は都道府県知事が別に定める。  
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†  

④精算・確定   

③事業実績報告  ①交付申請  
児童の措置等を決定  
した自治体へ申請  

1  

②特別支援事  

真の交付  



児童ポルノ排除対策ワーキングチームの設置について  

平成21年12月22日  

犯罪対策閣僚会議中合せ  

1 児童ポルノが被害児童に深刻な影響を与え、青少年の健全な育成を阻害するこ   

とから、関係省庁が連携し、児童ポルノの排除に向けた国民運動の実施等、児童   

ポルノを排除するための総合的な対策を検討・推進するため、「児童ポルノ排除  

対策ワーキングチーム」（以下「ワーキングチーム」という。）を設置する。  

2 ワーキングチームの構成は、次のとおりとする。ただし、議長は、必要に応じ、   

有識者、構成員以外の関係行政機関の職員その他関係者の出席を求めることがで   

きる。  

議 長 内閣府副大臣  

構成員 内閣官房副長官補（内政）  

内閣官房内閣審議官  

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）  

警察庁生活安全局長  

総務省総合通信基盤局長  

法務省刑事局長  

外務省総合外交政策局長  

文部科学省スポーツ・青少年局長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

経済産業省商務情報政策局長  

3 ワーキングチームの庶務は、内閣官房、警察庁等関係省庁の協力を得て、内閣   

府において処理する。  
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児童ポルノ排除対策ワーキングチーム構成員名簿  

議 長 内閣府副大臣 大島  敦  

構成員 内閣官房副長官補（内政）  

内閣官房内閣審議官  

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）  

警察庁生活安全局長  

総務省総合通信基盤局長  

法務省刑事局長  

外務省総合外交政策局長  

文部科学省スポーツー青少年局長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

経済産業省商務情報政策局長  

佐々木豊成  

立岡 恒良  

松田 敏明  

樋口 建史  

桜井  俊  

西川 克行  

別所 浩郎  

布村 幸彦  

伊岐 典子  

石黒 憲彦  

178  

▲ ”－「謂い！   



製造時に、強姦、強制わ いせつ等の性犯罪や  デジタル機器、インターネット等の発達に   
を伴うことが多い。 

重衷迦薮人鹿妻細国騨  
インターネット上に流出すればな垂線／   

回収は困難で、被害児童が将来にわたり苦しむ。  被害が潜在化しやすい。   
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児童ポルノ対策の緊急性一重要性については、様々な国際会議において文書で確認。   
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①検挙件数■人員、被害児童数は増加し続けており、多数の被書児童が潜在化している   
可能性が高い。  

②ファイル共有ソフトの利用拡大が、インターネット上での拡散を助長。  

③児童を性的対象とみる風潮が蔓延し、 蜘さの認識が不足。  
（児童への 強制わいせつ・強姦等を伴う画像が流通、親が子の児童ポルノを撮影・販売した事例が発生）  

の ④インターネット危険性等について児童の認識も不足 
。 （携帯電話を利用し、児童に自らの裸体を撮影させ送信させた事例も多発）  

童ポルノの排除には‥  

関係省庁が連携し、  
O r児iボル′臥絶対に許されない」という国民意識の醸成  
○ ♯連、液温のさ段階における被害・流潰防止対策の欄膿  
○ せ幸児童支援の雄健  
○ 児iボノh／事犯の取♯り強化  
を行うことが必要。  
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今後の検討事項  

1 「児童ポルノは絶対に許されない」（仮）という広報啓発活動   

の推進  

2 被害防止対策の推進  

3 インターネット上の児童ポルノ画像等の流通・閲覧防止対策の   

推進  

4 被害児童の早期発見・支援対策の推進  

5 児童ポルノ事犯の取締り強化  

6 諸外国の児童ポルノ対策の調査  
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臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律（平成21年法律第83号）の概要  

1 臓器摘出の要件の改正   

移植術に使用するために臓器を摘出することができる場合を次の①又は②のい   

ずれかの場合とする。  

① 本人の書面による臓器提供の意思表示があった場合であって、遺族がこれを   

拒まないとき又は遺族がないとき（現行法での要件）。  

② 本人の臓器提供の意思が不明の場合であって、遺族がこれを書面により承諾   

するとき。  

2 臓器摘出に係る脳死判定の要件の改正   

移植に係る脳死判定を行うことができる場合を次の①又は②のいずれかの場合   

とする。  

（D 本人が  

A 書面により臓器提供の意思表示をし、かつ、   

B 脳死判定の拒否の意思表示をしている場合以外の場合   

であって、家族が脳死判定を拒まないとき又は家族がないとき。   

② 本人について   

A 臓器提供の意思が不明であり、かつ、   

B 脳死判定の拒否の意思表示をしている場合以外の場合   

であって、家族が脳死判定を行うことを書面により承諾するとき。  

3 親族への優先提供   

臓器提供の意思表示に併せて、書面により親族への臓器の優先提供の意思を表   

示することができることとする。  

4 普及■啓発   

国及び地方公共団体は、移植術に使用されるための臓器を死亡した後に提供す   

る意思の有無を運転免許証及び医療保険の被保険者証等に記載することができる   

こととする等、移植医療に関する啓発及び知識の普及に必要な施策を講ずるもの   

とする。  

5 検討   

政府は、虐待を受けた児童が死亡した場合に当該児童から臓器が提供されるこ   

とのないよう、移植医療に従事する者が児童に対し虐待が行われた疑いがあるか   

どうかを確認し、及びその疑いがある場合に適切に対応するための方策に関し検   

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  
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臓器の移植に関する法律（現行法）と改正法 比較表  

現行法   改正法   施行日  

○当面見合わせる（ガイドライン）   ○臓器の優先提供を認める   

親族に対する優先提供   平成22年1月17日  

○本人の生前の書面による意思表示があり、  ○本人の生前の書面による意思表示があり、  

家族が拒否しない又は家族がいないこと  
家族が拒否しない又は家族がいないこと  

（現行法と同じ）  
脳死判定・  

臓器摘出の要件  
又は  

○本人の意思が不明（拒否の意思表示をして  

いない場合）であり、家族の書面による承  

諾があること   

015歳以上の者の意思表示を有効とする  ○年齢に関わりなし   平成22年7月17日   

小児の取扱い  
（ガイドライン）  

○虐待を受けて死亡した児童から臓器が提  
被虐待児への対応   （規定なし）  

供されることのないよう適切に対応   

○運転免許証等への意思表示の記載を可能  
普及・啓発活動等   （規定なし）  

にする等の施策  



臓器の移植に関する法律の「部を改正する法律（平成21法律第83号）（抄）  

附則  

（検討）  

5 政府は、虐待を受けた児童が死亡した場合に当該児童から臓器（臓器の移植に関す   

る法律第五条に規定する臓器をいう。）が提供されることのないよう、移植医療に係   

る業務に従事する者がその業務に係る児童について虐待が行われた疑いがあるかど   

うかを確認し、及びその疑いがある場合に適切に対応するための方策に関し検討を加   

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  
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外国語による児童相談所の業務案内の作成について  

○ 近年、各地の児童相談所において外国人からの相談を受けることがあり、   

外国語による児童相談所の業務案内が必要であるとの要望を受けていたと   

ころである。  
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○ このことから、  

① 英語   

② 中国語（繁体字及び簡体字）  

③ ハングル  

④ タカログ  

⑤ スペイン言吾  

⑥ ポルトガル語  

⑦ タイ言吾  

により翻訳した業務案内のひな形を作成したものである。  
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児童相議簡潔偶（8本譜一手語対訳）見本  

児童相談所は、児童福祉法にもとづいて設置され、18歳未満の子どもに関する相談で  

あれば、本人】家族・学校の先生・地域の方々など、どなたからでもお受けします。   

児童相談所は、子どもの健やかな成長を願って、ともに考え、問題を解決していく専門の  
相談機関です。  

○児童福祉司（ソーシャルワーカー）   

面接や家庭訪問などにより、子どもや家庭の状況を調査し、助言や援助を行います。  

○児童心理司   

子どもの発達や性格、適性などについて心理的な検査、心理療法、カウンセリングなどを行   

います。   

などの専門スタッフが中心となって相談・サービスにあたります。   

儒凛！…転死亡∴家出．■舶ど¢事  
脈軍どもが頚庭で生滅できなく鱒ったと告●  
脚など、子ど態の人相こかかわる野鼠が  
都あとき●   

知杓先達の遅れ、肢体不日  
由、ことばのi畏れ、虚弱、白  
き零細由などが恕寄とき＊   

家出．盗み、乱巣、懐的し1  
たずら∴許勤の習慣なとが怒  
る．ときり   

わが凄ま、落ち着モガない、友達ガできな  
し1．いじめうれ董、学校に行雲たがらない、  
チック埠帯勘臥夜尿などで一班巳なとモ．  

鼠親として家庭で子ども蜜  
育てたいときサ  

○住所地を担当する児童相談所で相談をお受けしています。  

○相談時間  

月曜日～金曜日 午前：00～午後：00  

なお、来所される場合は、あらかじめ予約していただくとお待たせすることなく相談できま  

す。  

○虐待等、緊急性のある相談には、夜間、土・日曜日、祝日（年末年始を含む）も対応していま   

す。  
○相談内容は、すべて秘密を守ります。  

○相談は無料です。  
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FoundedonthebasisoftheChildWelfareLaw，aChildguidanceofficeacceptsanytypeof  

COnSultationrelevanttOaChildagedunder18，fromanyoneincludingthechild，fami1y，SChool  

teachersandlocalresidents．  

AchildguidanceofficeisaspecializedcounselinglnStitutiondesignedtosearchforsolutions  

andsoIveproblemswiththehopeofsupportlngthehealthygrowthofallchildren．   

Child Welfare Officerer 

Pe；formsinterviews，in－homeevaluations，andprovidesadviceandguidance  

・ChildpsychologlSt  

PerformSPSyChologlCaltestsonchilddevelopment，PerSOnalityandaptitude，  

PSyChotherapy，andcounseling．  

Situationsinwhichachildcannotleadanormal】ift  

athomeduetosickness，death，disappearanceor  
divorceofaparentorguardian．  
Situationsinwhichthechild’shumanrightsareat  
Stakeduetochi］dabuseorotherreasons．  

Situatjonsinwhichachild  

experiences delayed 
intel）ectualdevelopment，  
motionaldisability，deIayed  
languagedevelopment，frail  
healthorexhibitssignsof  
autlSm．  

Situationsinwhichachildis  

invoIvedinantisocialconduct  

SuChasrunnlngaWay丘om  
home，Stealing，Violence，SeXu  
activltyanddruguSe．  

BehavioraIconcernssuchasaselfishness，  

rest）essness，difTiculty】nmakingfriends，bullyIng，  
refusaltogotoschool，andnervoushabitsincluding  
ticsandbedwetting．  

Situationsinwhichan  

adultwishestobecome  

fbsterparent．  

O Consultationcasesareacceptedateachlocalchildguidanceofnce．（Seethebackofthis   

booklet）．  

00peninghours‥ MondaytoFriday 9：00a・m・～5：00p・m・  

Itisadvisabletomakeanappolntmentinadvancetoavoidlongwaits・  
O Consultationsareavailableinurgentcases（e．g．abusecases）atChildGuidanceCenterson   

Saturdays，Sundaysミandpublicholidays（includingNewYear，sEveandNewYear，sDay），   

andduringtheevenlngS．  

0Allconsultationsarestrictlyconfidential．  

0Consultationsarefreeofcharge．  
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（1）助 言   

受付けた相談に対して、助言を行います。   

また、他機関の援助が必要な場合、医療、援助、訓練などを受けることができる専門機関を  

ご紹介します。  

（2）継続的な援助   

必要に応じて、継続的に一定期間、専門織員による援助を行います。   

援助の中には、遊びを通した治療プログラムやカウンセリングなどを個別または、グループで  

行うことがあります。  

（3）一時保護．   

緊急に保護を必要とする場合、保護による行動観察や生活指導が必要な場合、または短期  
入所指導を行う必要がある場合に一時保護を行います。   

一時保護には一時保護所への入所と施設等への一時保護委託があります。  

（4）里親   

いろいろな事情により家庭で生活することができない子どもを家庭に迎え、家族の一員として  

一緒に生活し、養育しています。  

子どもを養育している里親さんが休養を取りたいときなどは、一時的に子どもを預けることが  

できるレスバイトケア事業を利用できます。   
子どもの養育に対しては、養育費等の一定の綬章をお支払いいたします。  

（5）施設への入所   

いろいろな事情により、家庭で生活できない子どもを一定の期間、乳児院、児童養護施設、  

児童自立支援施設、知的障害児施設、肢体不自由児施設などの児童福祉施設で預かります。  

（6）メンタルフレンドの派遣   

お兄さん、お姉さんの世代にあたるボランティア（メンタルフレンド）を、家に閉じこもりがちな  

子どもの家庭や適所している児童相談所に派遣し、ふれあいの中でその子どもの社会性や自  

立性を高めていくお手伝いをします。  

（7）療育手帳の交付   

知的障害の子どもへの援助を図るため、養育手帳を交付しています。手帳の交付申請は、  

児童相談所で受けつけています。   

なお、障害の程度に応じて各種の援助施策があります。  

※特別児童扶養手当などの給付 ※税金の減額あるいは免除  

※医療費の一部助成  ※鉄道、バス、航空運賃等の割引  ※その他  
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（1）Advice  

Weprovidenecessaryadvicefbreachconsultationcase・  
Wealsoproviderefbrralstootherspecialistfacilitiesincasesthatrequlremedicalcare，SuPpOrt，  
trainlng，OrOthersuchspecializedassistance・  

（2）Ongoingcounseling   

Incertaincases，OurSpeCializedstaffmemberscanprovideongolngCOunSelingfbrasetperiodof  
tlme．  
CounselinglnCludestherapyprogramsconductedthrough丘InaCtjvitiesandcounselingservices  
fbrbothindividualsandgroups．  

（3）Temporaryprotectivecustody   

Ifthechi】dneedsurgentprotection，behavioralobservationorlifもstyleguidance，thechildcanbe  
takenintotemporarycustody・  

TempDraryCuStOdialmeasuresincludeadmissiontoashort－termShelterortemporaryadmission  
toacommissionedinstitution．  

（4） FosterParents  

Thesystemallowsachildwho，fbrvariousreasons，CannOtlivewiththeirbiologlCalfamily，and   
1iveinanotherhouseholdtoberaisedasamemberofthefamilY．   
Fosterhome   AsystemfbrcaringforchildrenfbracertainperiodoftimewithoutadoptlOn   
SpeCializedfbster  AsystemfbrcanngfbrchiZdrenwithspeciaJneedsbyfamj】jeswhohavespeCialexpertise・fora   
home   Certainperiodoftime．   
Khdredfb5terhome  Asysteminwhichachildwhofu1nlscertainrequirementsiscaredfbrbyarelative（withinthe  

thirddegreeofkinship）   
AdoptlVefbster  Asystemfbrcaringfbrchildrenwiththeintentionofadoption（generaladoptionorspecial   

adoption）   home    AfbsterparentcarlngtbrachiIdcantemporarilyplacethechildinresp．tecareserviceiftheyareinneedof   
ashortbreak．  
Acertainamountoftheexpensesofcaringfbrachildaresubsidized・  

（5）Admissiontoaninstilufiom  
Childrenwhofbrcertaincircumstancescannotlivewiththeirfamiliescanbeadmittedtoachild  
welfareinstitution，SuChasaninfants，home，Children，shome，ChiJdren，sse）flsupportfacj】ity，   
institutionfbrmentallydisabledchildren，Orinstitutionfbrphysica11ydisabledchildrenfbra  
certain period oftime. 

（6）Dispatchora‘骨iend”  

Volunteers（Called“friends”）visitawithdrawnchildeitherattheirhomeoratthechildguidance  
ofncethatthechildisattendingtotakeontheroleofa㍑bigbrother叩or山bigsISterH，Withtheaim  
ofhelpingenhancethe child，s・SOCialski11s andindependence through personaJand cZose  
associationwiththem．  

（7）Certificateofmentaldisability  

TheMentalDisabilityCertificateisissuedtoprovide丘trthersupportfbrmentaJlydisab】ed  
children．MentalDisabilityCertificatescanbeappliedfbratthechildguidanceofflce・  
Thereares？Yera）supportpo）iciesavaiJab】edependingonthedegreeofdisability・  
＊ProvIS10nOfallowancessuchasthespeCialchildィearlngallowance  
＊ Taxabatementorremission  
＊SubsidizationinpartofmedicaIcosts  
＊Discountedfaresfbrtrains，buses，airtraveletc．  
＊ Other  
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つぎのような場合、一時保護します。   

○緊急保護  

・迷子、置去りなど保護者が不明なとき   

・保護者の死亡、病気、逮捕、家出、離婚などにより、子どもが家庭で生活することが困難な状況  

が生じたとき   

・保護者による虐待、乱暴など養育家庭が子どもにとって不適切であるとき。   

○行動観察   

・非行、家庭内暴力、不登校などの子どもを一時的に保護して、十分な行動観察と行動診断を行い、  

問題解決の方法を検討する必要があるとき。   

○短期入所指導   

・短期間の心理療法、生活指導等が有効と判断され、他の方法による支援が困難なとき。  

一時保護所の生活   

○おおむね2歳から18歳未満の子どもが対象となります。   

○幼児（未就学児）と学齢児（小学生以上）に分かれ、日課により生活します。   

○年齢や成長に応じた生活習慣が身につくよう生活指導を行います。   

○学齢児には、学習指導職員などにより子どもの学力に応じた学習指導を行い、学習の習慣と意欲  

の向上に努めています。また、場合により在籍校への通学ができるよう努めています。   

○食事は、栄養のバランスはもちろん、子どもの晴好に配慮して楽しい食事ができるよう努めていま  

す．   

0誕生会、外出行事、スポーツ大会、季節の催しを行っています。   

○必要に応じて、医学診断や心理診断を行います。  
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ChildrenaretakenintotemporaryprotectivecustodyinthefbllowlngCaSeS・  

o Emergency protective custody 

・Astrayorabandonedchildwhoseguardian’swhereaboutsisunknown   

・Achildwhoisexperiencingdif罰cultyintheirhomelifbduetothedeath，Sickness，arreSt，  

disappearanceordivorceofaparentorguardian   
・Achi］dwholivinglnanunSafbenvironmentduetoabuseorviolencebyaparentorguardian  

O Behavioralobservation   

・ChildrenwhorequlretempOraryCuStOdy，SuChasJuVeniledelinquents，vi01entchildrenand  

SChooltruants，undergothoroughbehavioralobservation andinvestlgation with theaim of  
findingsolutionstotheproblems．  

0Short－Stayguidance   

・Childrenwhoseissuesarejudgedtorequireshort－termPSyChotherapyorliftsty1eguidance，but  

Whocannotbeassistedusingothermethods．   

Lifeinatemporaryshelter  

O Temporarysheltersprovidecareforchildrenagedbetween2and18．  

0Infants（PreSChooIchi】dren）and schooIchildren（elementary schooIchildren and above）live   
Separately，andinaccordancewithdailyroutines．  

0Liftsty1e guidance enables childrento acquire the appropriate）ifbstyIe habits fbrtheirage and   
developmentalstage．  

0Tohelpachieveimprovedstudyhabitsandmotivation，educationcounseIorsprovideschooIchildren   
Witheducationalguidancedependingoneachchi】d’sacademiccapabilities．Insomecases，Children   

areencouragedtoattendtheirreglSteredschooIs．  

0Mealsarepreparedinconsiderationofthecorrectionnutritionalbalanceaswe11aschildprefもrences   

tomakemealtimeseruoyablefbrall．  

0Birthdayparties，eXCurSions，athleticmeetlngSand seasonaleventsareorganizedthroughoutthe   

year・  

OIfnecessary，medicalandpsychologlCalexaminationsareconducted．  
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平成22年度児童虐待防止対策関係予算の概要  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課  

虐待防止対策室  

（平成21年度当初予算）（平成22年度予算）   
17，045百万円   →   18，179百万円  

【次世代育成支援対策交付金等を除く。】   

児童虐待は社会全体で早急に解決すべき重要な課題であり、虐待の発生予防、早  

期発見・早期対応から虐待を受けた子どもの保護・自立に至るまでの切れ目のない  

支援のため、引き続き地域における支援体制の整備や児童相談所の機能強化ととも  

に、家庭的養護の推進及び入所している子どもへの支援の充実を図る。  

発生予防対策の推進  

（1）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）の推進  

【次世代育成支援対策交付金】   

○ 生後4か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報  

提供や養育環境等の把握を行う「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事  

業）」の普及・推進を図る。  

（2）養育支援訪問事業の推進  【次世代育成支援対策交付金】   

○ 養育支援が特に必要であると判断される家庭に対して、保健師・助産師・保育  

士等が居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行う「養育支援訪問事業」の  

普及・推進を図る。  

（3）地域子育て支援拠点事業の推進  【次世代育成支援対策交付金】   

○ 地域において子育て親子の交流や子育てに関する相談の実施等を行う地域子  

育て支援拠点（ひろば型、センター型、児童館型）について、身近な場所への設置  

を促進する。  
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（4）子育て短期支援事業の推進  【次世代育成支援対策交付金】   

○ 育児不安や育児疲れなどの場合に、児童養護施設等において児童を一時的に  

養育・保護するショートステイ及びトワイライトステイの実施について着実な推進を図  

る。  

（5）中・高校生と乳幼児のふれあう機会の推進【次世代育成支援対策交付金】   

○ すべての市町村において、中・高校生が乳幼児と出会いふれあう機会が確保  

されるよう、児童館等を活用した取組を推進する。  

（6）オレンジリボン・キャンペーンなどの啓発活動の促進   

○ 子どもへの虐待防止に向け、児童虐待防止推進月間（11月）に全国フォーラム  

を開催するとともに、オレンジリボンヰヤンペーンなどの啓発活動を促進する。  

2．早期発見・早期対応体制の充実  

（1）子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の機能  

強化【一部新規】  【次世代育成支援対策交付金】   

O「子どもを守る地域ネットワーク」（要保護児童対策地域協議会）の機能強化を  

図るため、コーディネーターの専門性強化に向けた児童福祉司任用資格取得の  

ための研修受講などの取組を支援するとともに、インターネット会議システムの導  

入などによりネットワーク間係機関の連携強化を図るための取組を支援する。  
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（2）児童相談所の機能強化   

○一時保護所等の体制強化  【児童虐待－DV対策等総合支援事業】  

在宅ケースヘの支援の強化を図るとともに、学習指導の強化やトラブルヘの  

対応等のため、一時保護所における教員・警察官OB等の配置を推進する。  

○一時保護所の環境改善  【次世代育成支援対策施設整備交付金】  

一時保護所における居室等の環境改善や定員不足解消のための施設整備を   

推進する。  
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（3）子どもの心の診療拠点病院機構推進事業の推進  

【母子保健医療対策等総合支援事業】   

○ 様々な子どもの心の問題、児童虐待や発達障害に対応するため、都道府県域  

における拠点病院を中核とし、各医療機関や保健福祉機関等と連携した支援  

体制の構築を図るため、平成20年度から22年度の間モデル事業を実施する。  

（4）児童家庭支援センター運営等事業の推進  

【児童虐待・DV対策等総合支援事業】   

○ 地域に密着した虐待・非行などの問題につき、相談・支援を行う児童家庭支援  

センターの設置を推進するとともに、心理療法担当職員の常勤化を推進する。また、  

施設を退所した児童等のアフターケアの推進を図る。  

3．自立に向けた保護・支援対策の充実（社会的養護体制の拡充）  

（1）家族再統合に向けた取組の弓削ヒ【新規】   

○ 児童相談所において、親子での宿泊方式の訓練の実施や親族も含めた援助方  

針会議の実施など家族再統合への取組を進めるとともに、児童相談所の保護者  

指導を受託するなど地域において家族支援を担う民間団体の育成を図る。  

（2）家庭的養護の推進及び入所している子どもへの支援の充実   

○ 里親支援機関による里親の支援の推進  

【児童虐待■DV対策等総合支援事業】  

里親委託を推進するため、里親制度の普及促進、子どもを受託している里親  

への支援等の業務を総合的に実施する里親支援機関事業を推進する。  

○ 小規模グループケアの推進  

児童養護施設等において、虐待などにより心に深い傷を持つ子どもに対し、職   

員との個別的な関係を重視したきめ細やかなケアを提供するため、家庭的な環   

境の中で小規模グループによるケアを行う体制の整備を着実に進める。  

○ 乳児院における被虐待児個別対応職員の配置の拡充  

乳児院における被虐待経験のある乳幼児の割合が増加していることから、乳   

児院における被虐待児個別対応職員の配置の拡充を図る。  
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○ 児童養護施設における看護師の配置の拡充  

児童養護施設において、日常の投薬管理や健康管理、感染症の予防等医療   

的ケアが必要な児童に適切に対応するため、看護師の配置の拡充を図る。   



＜改正後全文＞  

雇児発第0502001号  

平成17年5月2日  

（改正経過）  

雇児発第0403009号  

平成18年4月 3 日  

雇児発第0330026号  

平成19年3月30日  
雇児発第0331014号  

平成20年3月31日  
雇児発第0331027号  

平成21年3月31日  
雇児発0324第7号  
平成22年3月24日  

都 道 府 県 知 事  

指 定 都 市 市 長  

児童相談所設置市市長  

殿  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

児童虐待防止対策支援事業の実施について   

児童福祉行政の向上については、かねてから特段の配慮を煩わしているところで  

あるが、深刻な児童虐待が頻発する中で、児童相談体制の充実は喫緊の課題であり、  

特に地域における相談業務の中心的な役割を担う児童相談所の相談機能を強化し、  

専門性を高めることが重要になっている。このため、今般、別紙のとおり「児童虐  

待防止対策支援事業実施要綱」を定め、平成17年4月1日から実施することとし  

たので通知する。   

なお、本通知の施行に伴い、平成11年6月18日児発第519号本職通知「家  

庭支援緊急整備促進事業の実施について」及び平成16年6月23日雇児発第06  

2301号本職通知「子育て支援総合推進モデル都道府県事業の実施について」は、  

廃止する。  
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別紙  

児童虐待防止対策支援事業実施要綱  

第1 目的  

近年、児童相談所における虐待相談件数の増加とともに、その相談内容も困  

難な事例が増加していることや医学的治療が必要となるケースが増えるなど、  

これまでの児童相談所の体制だけでは十分な対応ができない状況がある。  

また、児童相談所には市町村の相談窓口が相談窓口としての機能を充分果た  

せるよう後方支援する役割があることから、児童相談所の専門性の確保・向上  

等を図り、相談機能を強化することが求められている。  

このため、児童虐待防止対策支援事業は、児童相談所が地域の医療、法律そ  

の他の専門機関や職種の協力を得て、高度で専門的な判断が必要となるケース  

への対応が可能となる体制を確保するとともに、相談機能を強化し、もって子  

どもの福祉の向上を図ることを目的とする。  

第2 実施主体  

児童虐待防止対策支援事業の実施主体は、都道府県（指定都市、児童相談所  

設置市を含む。以下同じ。）とする。  

第3 事業内容  

下記の1～12までの事業から地域の実情に応じて選択して実施するものと  

する。  

1 協力体制整備事業  

（1）趣旨  

都道府県は、児童相談所が、地域においてきめ細かな児童虐待防止等に関   

する活動を行うため、地域で活動する主任児童委員等に対し、児童虐待等に   

関する専門研修を行い、その修了者を地域協力員として登録する等の方法に   

より地域における協力体制（ネットワーク）（以下「ネットワーク」という。）   

を整備し、児童相談所との一体的な援助活動を行うとともに、地域住民に対   

して児童虐待防止等に資する広報・啓発を行い、子どもの福祉の向上を図る  

ものである。  

（2）事業の内容及び実施方法   

① 対象者  

地域で活動する主任児童委員、保育所職員■、児童養護施設職員、家庭相  
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談員等（以下「主任児童委員等」とする。）の子どもの保護・育成に熱意   

のある者を対象とする。  

② 内容  

都道府県は、主任児童委員等に対し児童虐待等に関する専門研修を実施   

し、児童相談所を中心にした地域での児童虐待等の発見、通告の促進、調   

査及び在宅指導等の協力体制の整備を促進する。  

③ 実施方法  

ア 児童相談所長は、研修を企画し、実施するものとする。  

イ 児童相談所長は、研修終了後、研修修了者と児童福祉司が円滑な連携を   

図れるよう配慮する。   

り 児童相談所長は、講師の選定にあたって児童虐待等の専門家、関係機関   

の職員等を招聴するなど地域の実情に応じた方法により行うものとする。  

エ 児童相談所長は、市区町村長からの推薦により、研修者の受付を行い、   

参加を決定した場合には市区町村長を通じ通知するものとする。  

なお、主任児童委員は、原則として全員が研修を受けるものとする。  

④ 人材の登録  

ア 児童相談所長は、管轄地域ごとに研修修了者を地域協力員として登録し、   

児童虐待等の通告、相談、援助を円滑に進めるためのネットワークを整備   

する。  

イ 児童相談所長は、各地域ごとに地域協力員、福祉事務所の地区担当者及   

び保健所の職員等を記載したネットワークの概要を作成し関係機関に配   

布するとともに市区町村の広報等により住民に周知を図る。   

ウ 児童相談所長は、ネットワークを有効に活用するため、定期的に地域協   

力員との連絡会を開催し、ネットワークの充実を図るものとする。  

エ 定期連絡会は、原則として地域協力員及び市区町村の児童福祉担当者が   

出席するものとする。  

2 カウンセリング強化事業  

（1）趣旨  

児童虐待に対する児童相談所の対応は、子どもの安全確保を最優先に取り   

組んできたところであるが、子どもの最善の利益を図るためには、家族の再   

統合を目指した積極的な指導や未然防止の強化が求められている。  

児童虐待を行う又は育児不安等を抱える保護者は、自身の心の問題を抱え  

ている場合もあると言われていることから、児童福祉司、児童心理司等によ  

る指導に加え、精神科等の医師や臨床心理士等（以下、「精神科医等」とい  

う。）の協力を得て、虐待を受けた又はそのおそれのある子どもや保護者等  

の家族に対して心理的側面等からのケアを行うものであり、もって、子ども  
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の福祉の向上に資するものである。  

（2）事業内容  

以下の事業を、個々の子どもや家族の状況を踏まえた上で、必要に応じて   

選択し、実施すること。（複数実施も可能とする。）   

① カウンセリング促進事業  

ア 本事業は、児童相談所が児童虐待問題に関して熱意を有する精神科医  

等の協力を得て、子どもや保護者等の家族に対してカウンセリングを実  

施するものである。  

なお、児童相談所は、地域の実情を踏まえた上で、精神科医等と契約  

の締結や申し合わせを交わす等により実施すること。  

イ 精神科医等の役割は、次のとおりとする。  

（ア）  児童相談所が児童虐待の相談を受理した際、必要に応じ医学的  

診断を行うものとする。  

（イ）  児童相談所の援助方針会議において、必要に応じ保護者に関す  

る援助方針について、助言を行うものとする。  

（ウ）  援助方針会議で保護者に対する心理療法が決定した場合、心理  

療法を担当する職員に対し適宜助言を行うとともに、必要に応じ  

保護者に対するカウンセリング等を行うものとする。   

② 家族療法事業  

ア 本事業における家族療法とは、特定の治療法を意味するものではなく、  

虐待を受けたまたはそのおそれのある子どもや家族に対して、治療計画  

（プログラム）を作成し、それに基づき心理的側面等からのケアを行う  

など、家族再統合や家族の養育機能の再生・強化に向けた取り組みを意  

味するものであり、個別ケースの状況や児童相談所の体制等の実情に応  

じて行うこと。  

イ 子どもや家族に対する治療計画（プログラム）については、児童相談  

所と地域の医療機関（精神科医、小児科医等）や専門機関（有識者等）  

が協働して作成し実施すること。  

ウ 事業の実施期間は6月以上、1年未満を一つの目安とする。  

ェ 事業終了後は、必要に応じて、報告書、マニュアル（ガイドライン）  

等を作成の上、関係機関に配布し、活用を図ること。   

③ ファミリーグループカンファレンス事業  

ア 本事業は、保護者等が自らの問題に向き合い、主体的に支援を受け入  

れるため、児童福祉司、児童心理司等の児童相談所職員や、精神科医等、  

当事者である保護者及びその親族等を構成員とし、当該子どもや家族に  

対しての支援方法・内容について話し合い・検討する機会を提供するも  

のである。  
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イ 本事業は、アに掲げるような構成員が当該子どもや家族の問題につい  

て複数回にわたって話し合い・検討を行うことにより実施することを基  

本とする。  

ウ 話し合い・検討の過程においては、保護者等が自らの問題に向き合え  

るよう、例えば、同様の問題を抱える保護者等とのグループ討議を実施  

するなど、複数の保護者等について合同で参加できるプログラムを設け  

ることも差し支えない。   

④ 宿泊型事業  

ア ー時保護所の居室等を活用し、問題を抱える親子に対して、必要な期  

間、宿泊等をしながらの生活訓練や親子関係改善のためのプログラムを  

行うとともに、精神科医等による行動観察を行い、必要な支援の提供と  

家庭復帰の可否等の適切な判断を行うことを目的とする。  

イ この事業の対象者は、次のいずれかに該当する者とする。  

（ア）児童福祉施設への入所等の措置により親子分離がされているケース  

であって、家族再統合や家族の養育機能の強化又は家庭復帰の可否  

についての見極めが必要な家族  

（イ）子どもは在宅しているが、保護者が強い育児不安等を持つため、生  

活を通じた親子関係のチェックや実践的なアドバイスが必要な家族  

り 事業内容  

個々のケースに応じて次のような事業を実施。  

（ア）家事や子どもとの接し方などの日常生活訓練  

（イ）育児不安等の解消のためのカウンセリングやグループ討議  

（ウ）親子での接し方を学ぶためのゲームや料理作り  

（ェ）精神科医等による親子関係の見立て及び援助方針への助言  

エ その他  

宿泊期間は個々のケースに応じて設置することとする。なお、親子の  

状況等を踏まえ、継続宿泊、複数回に分けて断続的に宿泊、日帰りなど  

様々な形態を組み合わせて実施することも差し支えない。  

（3）留意事項   

① 本事業を円滑に実施するには、子ども、保護者の状態の変化に即した対  

応が必要である。そのためには、児童相談所と担当する精神科医等とが情  

報交換を密にし、情報の共有化を図り、効果的な対応の確保に努めること。   

② 本事業を実施するに際し、個人情報の保護には十分留意すること。   

③ 本事業を実施するにあたって、実施児童相談所の正規職員を充てる場  

合、これに代わる非常勤職員等を配置する場合についても、事業の対象と  

する。  
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3 医療的機能強化事業  

（1）趣旨  

都道府県は、児童相談所では対応しきれない医学的判断・治療が必要とな   

るケースについて迅速かつ適切に対応するため、地域の医療機関を協力医療   

機関に指定し、医学的知見から個々のケースに応じた心身の治療の必要性等   

についての専門的技術的助言を得るとともに、緊急一時保護などの円滑な委   

託を図ることにより、児童相談所の医療的機能を強化するものである。  

（2）事業内容   

① 対象者  

この事業の対象者は、次のいずれかに該当する者とする。  

ア 児童相談所で相談を受理した子ども（一時保護中の子どもを含む）及  

び保護者で、児童相談所長が心身の治療の必要性等について協力医療機  

関からの専門的技術的助言を要すると判断した者。  

イ 虐待等により緊急一時保護が必要な子どもや一時保護所等での保護が  

困難な疾病等を有する又は有するおそれのある乳幼児等であって、医療  

機関への委託一時保護が適当と児童相談所長が判断した者。   

② 実施方法  

ア 都道府県は、地域の医療機関を協力医療機関に指定（複数の機関とす  

ることも可）し、契約の締結や申し合わせを交わす等により実施するも  

のとする。  

イ 協力医療機関は、①のアの対象者に対して的確に診断し、心身の治療  

の必要性等を判断するとともに、①のイの対象者に対して、一時保護を  

実施する。  
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4 法的対応機能強化事業  

（1）趣旨  

児童相談所が単独で援助を行う場合、保護者からの反発や暴力を受けるこ   

とや保護者とトラブルになることも多く、子どもの安全な身柄保護やそれ以   

降の継続援助が極めて困難になるため、弁護士、警察官OB等による司法的   

な調整や援助を得ることにより、児童相談所の援助を円滑に行うことができ  

るものとする。  

（2）事業内容   

① 本事業は、児童相談所が児童虐待問題等に関して熱意を有する弁護士等  

の協力を得て実施するものである。   

② 弁護士等の役割は、次に掲げるいずれかの業務を行うものとする。  

ア 児童相談所が児童虐待等の相談を受理した際、必要に応じて法的対応  

に関する助言や関係者との調整を行うものとする。  
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イ 法的申立を行うなど、司法的対応が必要となる場合には、保護者等、   

家庭裁判所及び関係機関との調整を行うものとする。または、臨検又は   

捜索に係る許可状の請求等に当たって、 その円滑な請求等が可能となる   

よう助言等を行うものとする。  

5 スーパーバイズ・権利擁護機能強化事業  

（1）趣旨  

児童相談所におけるスーパーバイザー （専門的助言者）の体制の充実を図  

るとともに、子どもの権利擁護に関する意識を高めることが求められてい  

る。このため、高度な専門性をもった学識経験者や警察官OB等の実務経験  

者からの援助を受けることにより、児童相談所におけるスーパーバイズ・権  

利擁護機能を強化するものである。  

（2）事業内容   

（D 本事業は、児童相談所が児童相談業務に関する専門的知識を有する学識  

経験者等の協力を得て実施するものである。  

② 学識経験者等の役割は、次に掲げるいずれかの業務を行うものとする。  

ア 多問題家族、施設内虐待など高度な専門的対応や組織的な対応が必要  

となるケースについて、その家族及び施設入所中の子ども（一時保護中  

の子どもを含む。）等に対し、専門的技術的助言・指導等を行うものと  

する。また、臨検又は捜索に係る許可状の請求等に当たって、その円滑  

な請求等が可能となるよう助言等を行うものとする。  

イ 施設における援助状況の実態把握・評価や施設援助のあり方等に対す  

る専門的技術的助言・指導等を行うものとする。また、施設における第  

三者評価事業と連携することにより、入所者の援助の向上等を図るもの  

とする。  

ウ 問題が複経で援助方針や自立支援計画を立てるために専門的判断など  

が必要なケース等に対して専門的技術的助言・指導等を行うものとす  

る。  

エ 虐待等による子どもの死亡事例を未然に防ぐとともに、子どもの権利  

擁護に関する意識を高めるため、処遇困難事例における会議や死亡事例  

検証委員会、11の「評価・検証委員会」等を開催するにあたっては、  

専門的技術的助言・指導等を行うものとする。  

6 専門性強化事業  

（1）趣旨  

地域における児童虐待問題等に関連の深い医師、保健師、ケースワーカー  

など専門家の養成を念頭に、実践的な研修を実施するとともに、専門的対応  
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マニュアル・ガイドライン（以下「マニュアル等」という。）を作成し、関   

係機関に配布するなどの活用を図り、対応職員の専門性の向上に努めるもの   

とする。  

（2）事業内容   

次のいずれかの事業を実施すること。   

① 専門家養成のための実践的な研修の実施や中央研修への参加派遣   

② 研修を行う講師等の中央研修への参加派遣   

③ マニュアル等の作成（改訂含む）・配布  

（3）実施方法   

① 専門家養成のための実践的な研修は、原則として年2回以上実施するこ  

と。   

② マニュアル等の作成等は、児童虐待問題等に関する実務経験者及び学識  

経験者等を委員とする作成委員会を設置し行うこと。なお、委員の選定に  

あたっては、相談実務に精通した者等を含むこと。   

③ 作成委員会は、相談業務の実情を十分に調査した上で、企画、立案し、  

作成等を行うこと。   

④ マニュアル等は、作成した後も必要に応じて内容を更新すること。  

（4）留意事項  

マニュアル等の作成等にあたっては、児童自立支援計画研究会作成の「子   

ども自立支援計画ガイドライン」を材料として活用する等、必要に応じて適   

宜作成されたい。  

7 一時保護機能強化事業  

（1）趣旨  

現在、一時保護所においては、都市部を中心とした満杯状態の問題と同時  

に、様々な異なる背景を有する子どもが同一の空間において援助されている   

混合援助の問題、さらには長期化する一時保護中の子どもの教育の保障など   

の問題等が地域を問わず発生して 

このため、都道府県は、一時保護所が有する行動観察や短期入所指導の機  

能を充実・強化するため、実務経験者である教員OB、看護師、心理士、警  

察官OB、児童指導員OB及び通訳などによる一時保護対応協力員を配置  

し、的確な心身の状態把握・評価（アセスメント）を行い、一時保護中の子  

どもに適切な教育、医療的・心理的支援などを実施することにより、子ども  

の健全育成の推進や一時保護所が抱えている問題の改善を図るものである。  

（2）事業内容  

次のいずれかの一時保護対応協力員を配置する。  

① 学習指導協力員  
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保護している子どもの個々の学力に応じた学習指導を行うものとする。   

② 障害等援助協力員  

疾病や障害を有する乳幼児等に対する保健・医療面への対応や、心的外  

傷のある子どもに対するJL、理治療を行うものとする。   

③ トラブル対応協力員  

混合援助などからくる子どもの間でのトラブルや保護者とのトラブル等  

の軽減や夜間休日等における即時対応体制の強化を図ることとする。   

④ その他（外国人対応協力員（通訳など）等）  

個々の保護している子どもが抱える問題（言語面等）を踏まえ、的確な  

アセスメントが行えるよう、児童指導員を補助することとする。  

（3）実施方法  

一時保護対応協力員は、一時保護所に置き、所長の監督を受け、（2）の   

業務を行うものである。また、必要に応じ委託一時保護先に派遣することも   

できる。  

（4）留意事項   

① 様々な異なる背景を有する子どもが入所する一時保護所での対応は、専  

門性を備えた職員が対応することが原則であることから、任用に当たって  

は、資格、経験、人柄等を十分勘案すること。   

② 職務を遂行するに当たっては、個人の身上に関する秘密を守らなければ  

ならないこと。  

8 市町村及び民間団体との連携強化事業  

（1）趣旨  

都道府県（児童相談所）は、要保護性の高い困難事例に対応ノしていくとと   

もに、住民に身近な市町村における相談体制の整備や民間団体との連携の強  

化を図っていくことが必要である。  

そのため、市町村に対する後方支援の観点から、児童相談所の持っている   

相談対応や情報提供の援助技術等を市町村に伝播するとともに、NPO法人  

等の民間団体を活用した取組みを行うものとする。  

（2）事業内容   

① 市町村及び要保護児童対策地域協議会への支援  

ア 児童相談所は、児童相談業務に関し実務経験のある児童相談所OB職  

員などを市町村又は要保護児童対策地域協議会に派遣・配置して、児童  

相談所が有する援助技術等の提供を図るものとする。  

イ 児童相談所は、市町村に対し、要保護児童対策地域協議会の運営手法  

や好事例などを講習会等において伝達するほか、市町村が実施する先駆  

的な取組みに関する支援等を実施することにより、市町村における相談  
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体制の充実を図るものとする。  

② 民間団体との連携  

ア 民間団体活動推進事業  

都道府県は、NPO法人等の民間団体と連携し、子どもたち本人から  

の電話相談等への対応、職員の研修、保護者指導、家族再統合の取組み  

等を実施する。  

イ 民間団体育成事業  

都道府県は、児童相談所が行う保護者指導を委託する民間団体を  

育成するため、都道府県自ら又は先駆的な民間団体等に委託して、  

育成が必要な団体が当該事業を実施できるだけのスキルアップを  

図れるよう、当該団体へのアドバイザーの派遣や当該団体の職員の  

先駆的な民間団体での実地訓練等を実施する。  

9 24時間・365日体制強化事業  
（1）趣旨  

児童相談所は、新たに児童相談に関する役割を担う市町村を後方支援する  

ことを踏まえ、夜間休日を問わず、いつでも相談に応じられる体制の整備を  

図るものである。  

（2）事業内容   

① 各児童相談所に、24時間・365日体制対応協力員を配置する。   

② 24時間体制強化については、児童相談所が各々の通常の開所時閣外の  

時間帯に、365日体制強化については、児童相談所が閉所している祝休  

日に、相談援助技術や相談援助活動経験のある児童相談所OB職員等の非  

常勤職員等を配置し、随時直接相談に応じられる体制を図るものとする。   

③ また、②に掲げる時間帯または祝休日に、児童相談所の職員を充てた場  

合の、平日の時間帯における②に定める非常勤職員等を配置する場合の体  

制強化についても対象とする。  

（3）24時間・365日体制対応協力員の任用資格  

協力員は、次のいずれかに該当する者の中から任用するものとする。   

① 児童指導員として児童福祉事業に従事した経験を有する者   

② 教員として従事した経験を有する者   

③ 児童福祉司として従事した経験を有する者   

④ 児童心理司として従事した経験を有する者   

⑤ 保健師として母子保健事業に従事した経験を有する者   

⑥ 保育士として児童及び保護者の指導に従事した経験を有する者   

⑦ 児童福祉事業に熱意があって、前各事項に掲げると同筆以上の能力を有  

すると認められる者  

（4）留意事項  

■
喜
l
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① 勤務時間が深夜から早朝になるなど、変則勤務が生じることから、労働   

関係法規に留意すること。  

② 職務を遂行するに当たっては、個人の身上に関する秘密を守らなければ   

ならない。  

1（）児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）等   

（1）趣旨  

平成16年の児童福祉法の改正により、保健師・保育士等の職種も児童  

福祉司の任用資格に加えられたことから、都道府県が実施主体となり、児  

童福祉司の任用資格取得のための研修（講習会）等を実施するものである。   

（2）事業内容  

保健師・保育士等に対する、児童福祉法施行規則第6条第6号から第10  

号及び同条第1芦号に規定する厚生労働大臣が定める研修（講習会）（以下、  

「厚生労働大臣が定める研修（講習会）」という。）等   

（3）実施基準  

① 実施主体は都道府県又は都道府県からの委託を受けた社会福祉法人等。  

② 受講の対象者は、都道府県及び市町村の職員（要保護児童対策調整機関  

（以下「調整機関」という。）の職員を含む）  

③ 講義及び演習により行うもの。  

④ 厚生労働大臣が定める研修（講習会）については、概ね3月以内とし、  

その他の研修については、必要に応じて期限を定めるものとする。  

（4）研修（講習会）等の内容  

研修（講習会）等の内容は、以下に定めるもの以上とすること。  

① 厚生労働大臣が定める研修（講習会）について  

【講義科目】  

児童福祉論、児童相談所運営論、養護原理、障害者福祉論、社会福祉  

援助技術論、児童虐待援助論  

【演習科目】  

社会福祉援助技術演習、児童虐待援助演習  

※ なお、市町村の職員も受講対象者であることから、研修（講習会）  

の内容には市町村の要保護児童対策地域協議会の運営等を含めた市  

町村児童家庭相談に関する内容を含めるよう努めること  

（∋ その他  

児童福祉司等の任用時研修や、児童福祉司等のスキルアップ研修など  

必要な研修を行うものとする。  

（′5）留意事項  

研修（講習会）の実施に当たっては、市町村に対し研修開催の周知を行う  
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などにより、調整機関職員の研修受講の促進を図り、児童福祉司と同様の資  

格を有する者が調整機関に配置されるよう支援すること。  

11 評価・検証委員会設置促進事業   

（1）趣旨  

児童相談所の適切な運営の確保のため、外部有識者等をメンバーとした委  

員会を設置し、児童相談所の業務管理・組織運営等についての定期的な評価  

と助言を行うとともに、検証が有効と思われる事例の発生時においても評価  

と助言等を行うものである。   

（2）構成員  

当該委員会の構成員は、「地方公共団体における児童虐待による死亡事例  

等の検証について（平成20年3月14日 雇児総発第0314002号）」  

（以下「検証通知」という。）の別紙の第1の4に規定する者や、児童相談  

所や都道府県職員、要保護児童対策地域協議会の構成員・調整機関職員など、  

児童相談所の運営や児童家庭相談について相当の知見を有する者とする。   

（3）事業内容  

検証通知に規定する検証に加え、（1）の趣旨に基づく以下の内容等を実  

施する。  

① 児童相談所の評価方法についての検討、評価指標、チェックリスト等の  

作成  

② 事例の検証方法についての検討、マニュアル等の作成  

③ ①又は②を基にした定期的な評価・助言、検証の実施  

④ ③に基づく報告書の作成、公表   

（4）留意事項  

本事業は、検証通知に規定する検証に加えて、（3）の事業内容を実施す  

るものであることから、当該委員会の構成員は、検証通知の別紙の第1の3  

に規定する検証組織の構成員とする又は構成員を活用するなどの工夫をさ  

れたい。  

12 保護者指導支援事業   

（1）趣旨  

虐待を受けるなどにより児童福祉施設への入所等の措置がとられている子  

どもにとっても、その保護者と再び一緒に生活することができるようになる  

ことは、子どもの福祉にとって望ましいことから、施設長期入所児童の親な  

ど困難事例に対して、改善へと向かうよう、児童福祉司と連携して継続的な  

指導を行う保護者指導支援員を配置し、子どもの家庭復帰への取組の強化を  

図るものである。  
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（2）事業内容   

（D 対象者  

この事業の対象者は、施設長期入所児童の親など困難事例であって、児  

童福祉司が保護者指導支援員と連携して保護者指導を行うことが適当と  

児童相談所長が判断した者とする。   

② 実施方法  

この事業は、次のいずれかの方法により実施するものとする。  

ア 児童福祉司又は児童心理司と同等程度の知識等を有する者を、保護者  

指導支援員として児童相談所に配置する。  

イ 児童福祉司又は児童心理司と同等程度の知識等を有する者を、保護者  

指導支援員として確保する社会福祉法人等に事業を委託する。   

③ 実施要件  

ア 保護者指導支援員は、児童相談所の決定した援助方針に則り、児童福  

祉司と連携して子どもの家庭復帰に向けた保護者指導を行うものとす  

る。  

イ 保護者指導の実施に当たっては、保護者の現状把握に努めるとともに、  

効果的な指導を行う観点から、保護者への面接による指導を継続的に行  

うこととする。  

り 保護者指導の中で、心理的側面でのケアが必要な場合は、2の「カウ  

ンセリング強化事業」を併せて実施するなどの工夫を行うこととする。  

エ 当事業を実施するにあたって、実施児童相談所の正規職員を充てる場  

合、これに代わる非常勤職員等を配置する場合についても、事業の対象  

とする。  

（3）留意事項  

本事業は、子どもの家庭復帰に向けた取組の強化を図ることを目的として   

いることから、保護者指導支援員について、勤務形態は任意に設定して差し   

支えないが、専ら本事業を実施するものとして配置又は確保するものとす  

る。  

特に（2）の②のイにより事業を委託する場合には、当該支援員の状況に   

ついて十分に確認をすること。  

第∠1 国の助成  

国は、都道府県がこの事業のために支出した費用を、別に定めるところによ  

り補助するものとする。  
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雇児発0324第7号  

平成22年3月24日  

都 道 府 県 知 事  

各 指 定 都 市 市 長 殿  

児童相談所設置市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

児童虐待防止対策支援事業の実施について   

標記については、平成17年5月2日雇児発第0502001号厚生労働  

省雇用均等・児童家庭局長通知により行われているところであるが、今般、  

当通知の一部が別紙新旧対照表のとおり改正され、平成22年4月1日から  

適用することとされたので通知する。   



別紙  児童虐待防止対策支援事業実施要綱一部改正新旧対照表  

改 正 後  現 行  
別紙  

児童虐待防止対策支援事業実施要綱   

第1 目的  
（略）   

第2 実施主体  
（略）   

第3 事業内容  
下記の1～12までの事業から地域の実情に応じて選択して実施す  
るものとする。   

1 協力体制整備事業  
（略）   

2 カウンセリング強化事業  
（1）趣旨  

児童虐待に対する児童相談所の対応は、子どもの安全確保を最優先  
に取り組んできたところであるが、子どもの最善の利益を図るために   

は、家族の再統合を目指した積極的な指導や未然防止の強化が求められ   

別紙  

児童虐待防止対策支援事業実施要綱   

第1 目的  
（略）   

第2 実施主体  
（略）   

第3 事業内容  
下記の1～12までの事業から地域の実情に応じて選択して実施す  
るものとする。   

1 協力体制整備事業  
（略）   

2 カウンセリング強化事業  
（1）趣旨  

児童虐待に対する児童相談所の対応は、子どもの安全確保を最優先に  
取り組んできたところであるが、子どもの最善の利益を図るために  

は、家族の再統合を目指した積極的な指導が求められている。  

児童虐待を行う保護者は、自身の虐待を受けた体験等による心の問題  
を抱えている場合もあると言われていることから、児童福祉司、児童心   
理司等による指導に加え、精神科等の医師や臨床心理士等（以下、「精  
神科医等」という。）の協力を得て、虐待を受けた又はそのおそれのあ  
る子どもや保護者等の家族に対して心理的側面等からのケアを行うも  
のであり、もって、子どもの福祉の向上に資するものである。  
（2）事業内容  

ている。  

児童虐待を行う又は育児不安等を抱える保護者は、自身の心の問題を   
抱えている場合もあると言われていることから、児童福祉司、児童心理   
司等による指導に加え、精神科等の医師や臨床心理士等（以下、「精神   

科医等」という。）の協力を得て、虐待を受けた又はそのおそれのある   
子どもや保護者等の家族に対して心理的側面等からのケアを行うもの   
であり、もって、子どもの福祉の向上に資するものである。  
（2）事業内容  

次の事業を、岬じ   
て選択し、実施すること。（複数実施も可能とする。）   
金 カウンセリング促進事業  
三 木事業は、児童相談所が児童虐待問題に関して熱意を有する精神  
科医等の協力を得て、子どもや保護者等の家族に対してカウンセサ  
ングを実施するものである。  

金 本事業は、児童相談所が児童虐待問題に関して熱意を有する精神  
科医等の協力を得て実施するものである。   



現 行  改 正 後  
なお、児童相談所は、地域の実情を踏まえ 
契約の締結や申し合わせを交わす等により実施すること。  
さらに、礫   

条件を付加すること。  
塁 精神科医等の役割は、次のとおりとする。   
ヱ （略）   

4 （略）   

旦 （略）  

塵 家族療法事業   

ア 本事業における家族療法とは、特定の治療法を意味するものでは  
なく、虐待を受けたまたはそのおそれのある子どもや家族に対して   
、心理的側面等からのケアを行うなど、家族再統合や家族の養育機  
能の再生・強化に向けた取り組みを意味するものであり、個別ケー  
スの状況や児童相談所の体制等の実情に応じて行うこと。  

イ 児童相談所と地域の医療機関（精神科医、′J、児科医等）や専門機   
関（有識者等）が協働して、瑚（プログ   
三並 
＿＿ 

エ 当事業を実施す引こあたって、実施児童相談所の正規職員を充てる  
場合、これに代わる非常勤職員等を配置する場合についても、事業の  
対象とする。なお、その場合の非常勤職員が有する鄭割こついては、  
9の「24時間・365日体制強化事業」は＝こ記載の任用資格が  
必要であること。   

互 事業終了後は、報告書、マニュアル（ガイドライン）等を作成の  
上、関係機関に配布し、活用を図ること。   

地域の実情を踏まえた上で、精神科医等と  なお、児童相談所は   

契約の締結や申し合わせを交わす等により実施すること。   

土 精神科医等の役割は、次のとおりとする。   
血 （略）   

上企 （略）   

上盟 （略）  

② 家族療法事業   

ア 本事業における家族療法とは、特定の治療法を意味するものでは  
なく、虐待を受けたまたはそのおそれのある子どもや家族に対して   
、治療計画（プログラム）を作成し、それに基づき心理的側面等か  
らのケアを行うなど、家族再統合や家族の養育機能の再生・強化に  
向けた取り組みを意味するものであり、個別ケースの状況や児童相  
談所の体制等の実情に応じて行うこと。   
イ 子どもや家族に対する治療計画（プログラム）については、児童   
相談所と地域の医療機関（精神科医、小児科医等）や専門機関（有  
識者等）が協働して作成し実施すること。   
り 重宝里実施期間は6月以上、1年未満を一つの目安とする。   
エ （削除）  

三 事業終了後は、必要に応じて、報告書、マニュアル（ガイドライ   
ン）等を作成の上、関係機関に配布し、活用を図ること。  

ーグループカンファレンス事業  ファミリ   

ア働こ支援を受   

け入れるため、児童福祉司、児童心理可等の児童相談所職員や、精   
神科医等、当事者である保護者及びその親族等を構成員とし、当該   
子どもや家族に対しての支援方法・内容について話し合い・検討す   

る機会を提供するものである。  
イ働こ   

ついて複数回にわたって話し合い・検討を行うことにより実施する   

ことを基本とする。  

者等が自らの問題に向き  に おいては、保  ウ 話し合い・検討の過程  



改正後  現 行   
ノ△ヽゝ     己え  っ、【えF、ロ、のロ   え 。   の、ルー 箭   
議を実施するなど、複数の保護者等について合同で参加できるプロ   
グラムを設けることも差し支えない。  

④宿泊型事業  
ア一時保護所の居室等を活用し、問題を抱える親子に対して、必要   

な期間、宿泊等をしながらの生活訓練や親子関係改善のためのプロ   
グラムを行うとともに、精神科医等による行動観察を行い、必要な   

支援の提供と家庭復帰の可否等の適切な判断を行うことを目的と  

土る史 

イこの事業の対象者は、次のいずれかに該当する者とする。  

rア）児童福祉施設への入所等の措置により親子分離がされているケ  

ースであって、家族再統合や家族の養育機能の強化又は家庭復帰   
の可否についての見極めが必要な家族  

川子どもは在宅しているが、保護者が強い育児不安等を持つため    ヽ  
生活を通じた親子関係のチェックや実践的なアドバイスが必要  

な塵塵  

ウ事業内容  
個々のケースに応じて次のような事業を実施  

（ア）家事や子どもとの接し方などの日常生活訓練  

川育児不安等の解消のためのカウンセリングやグループ討議  

rウ）親子での接し方を学ぶためのゲームや料理作り  

（エ）精神科医等による親子関係の見立て及び援助方針への助言  

エその他  
宿泊期間は個々のケースに応じて設置することとする。なお、親  

子の状況等を踏まえ、継続宿泊、複数回に分けて断続的に宿泊、日  

帰りなど様々な形態を組み合わせて実施することも差し支えない。  

（3）留意事項   （3）留意事項  

① （略）   ① （略）   

②（略）  （∋（略）  

③本事業を実施するにあたって、実施児童相談所の正規職員を充てる  
場合、これに代わる非常勤職員等を配置する場合についても、事業の  

対象とする。  

3医療的機能強化事業  3医療的機能強化事業   
（略）   （略）   

N
一
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改 正 後  現 行  

4 法的対応機能強化事業  
（略）   

5 スーパーバイズ・権利擁護機能強化事業   

（略）   

6 専門性強化事業  
（1）趣旨 （略）  

（2）事業内容  

次のいずれかの事業を実施するこL   

① 専門家養成のための実践的な研修の実施や中央研修への参加派遣   

② （略）   

③ （略）  

（3）実施方法 （略）  

（4）留意事項  （略）   

7 一時保護機能強化事業  
（略）   

8 市町村及び民間団体との連携強化事業  
（1）趣旨  

（略）  

（2）事業内容   

① 市町村及び要保護児童対策地域協議会への支援  

（略）   

② 民間団体との連携  
ア民間団体活動推進事業  
都道府県は、NPO法人等の民間団体と連携し、子どもたち本人  
からの電話相談等への対応、職員の研修、保護者指導、家族再統合  

の取組み等を実施する。  
イ 民間団体育成事業  
都道府県は、児童相談所が行う保護者指導を委託する民間  
団体を育成するため、都道府県自ら又は先駆的な民間団体等  
に委託して、育成が必要な団体が当該事業を実施できるだけ  

4 法的対応機能強化事業   

（略）   

5 スーパーバイズ・権利擁護機能強化事業   

（略）   

6 専門性強化事業  
－（1）趣旨・（略）  

（2）事業内容  

① 専門家養成のための実践的な研修の実施   

（∋ （略）   

③ （略）  

7 一時保護機能強化事業   
（略）   

8 市町村及び民間団体との連携強化事業  
（1）趣旨   

（略）  

（2）事業内容   

① 市町村及び要保護児童対策地域協議会への支援  

（略）   

② 民間団体との連携  

都道府県は、NPO法人等の民間団体と連携し、子どもたち本人  
からの電話相談等への対応、職員の研修、保護者指導、家族再統合  

の取組み等を実施する。   

のスキルアップを図れるよう、当該団体へのアドバイザーの  

派遣や当該団体の職  の先駆的な民間団体での実地訓練等  



現 行  改 正 後  

を実施する。   

9 24時間・365日体制強化事業  
（略）   

10 児童福祉司任用資格取碍のための研修（講習会）笠  
（1）趣旨  

平成16年の児童福祉法の改正により、保健師・保育士等の職種も  
児童福祉司の任用資格に加えられたことから、都道府県が実施主体と  
なり、児童福祉司の任用資格取得のための研修（講習会）葦を実施す  
るものである。  

（2）事業内容  

保健師・保育士等に対する、児童福祉法施行規則第6条第6号か ら  

第10号及び同条第13号に規定する厚生労働大臣が定める研修（講  
習会）（以下、働」という。）  
笠  

（3）実施基準  

① 実施主体は都道府県又は都道府県からの委託を受けた社会福祉  
法人等。  
② 受講の対象者は、都道府県及び市町村の職員（要保護児童対策調  

整機関（以下「調整機関」という。）の職員を含む）  

③ 講義及び演習により行うもの。  
④ 厚生労働大臣が定める研修（講習会）については、概ね3月以内  
とし、そ㈱刑割こついては、必要に応じて期限を定めるものと  

±旦。  
（4）研修（講習会）笠の内容  

研修（講習会）笠の内容は、以下に定めるもの以上とすること。  
①働（講習会）について  
【講義科目】  

児童福祉論、 児童相談所運営論、養護原理、障害者福祉論、社  

会福祉援助技術論、児童虐待援助論  
【演習科目】  

社会福祉援助技術演習、児童虐待援助演習  

※ なお、市町村の職員も受講対象者であることから、研修（講  
習会）の内容には市町村の要保護児童対策地域協議会の運営等  
を含めた市 町村児童家庭相談に関する内容を含めるよう努  
めること  

② その他  

9 24時間・365日体制強化事業  
（略）   

10 児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）  

（1）趣旨  

平成16年の児童福祉法の改正により、保健師・保育士等の職種も  
児童福祉司の任用資格に加えられたことから、都道府県が実施主体と  
なり、児童福祉司の任用資格取得のための研修（講習会）を実施する  
ものである。  

（2）事業内容  

保健師・保育士等に対する、児童福祉法施行規則第6条第6号か ら  

第10号及び同条第13号に規定する厚生労働大臣が定める研修（講  
習会）   

（3）実施基準  

① 実施主体は都道府県又は都道府県からの委託を受けた社会福祉  
法人等。  
② 受講の対象者は、都道府県及び市町村の職員（安保護児童対策調  
整機関（以下「調整機関」という。）の職員を含む）  
③ 講義及び演習により行うもの。  

④ 修業年限は概ね3月以内。  

（4）研修（講習会）等の内容  

研修（講習会）等の内容は、以下に定めるもの以上とすること。  

【講義科目】  

児童福祉論、児童相談所運営論、養護原理、障害者福祉論、社  
会福祉援助技術論、児童虐待援助論  
【演習科目】  

社会福祉援助技術演習、児童虐待援助演習  

※ なお、市町村の職員も受講対象者であることから、研修（講  
習会）の内容には市町村の安保護児童対策地域協議会の運営等  
を含めた市 町村児童家庭相談に関する内容を含めるよう努  
めること   



改 正 後  
現 行  

児童福祉司等の任用時研修や、児童福祉司等のスキルアップ研修な  

ど必要な研修を行うものとする。  
（5） 留意事項  

（略）   

11 評価・検証委員会設置促進事業  

（略）   

12 保護者指導支援事業  
（1）趣旨  

（略）  

（2）事業内容   

① 対象者  
（略）   

② 実施方法  
（略）   

（∋ 実施要件  

ア （略）  

イ （略）  

ウ （略）  

エ 本事業を実施するにあたって、実施児童相談所の正規職員を充て  

（5） 留意事項  
（略）   

11 評価・検証委員会設置促進事業  
（略）   

12 保護者指導支援事業  
（1）趣旨  

（略）  

（2）事業内容   

① 対象者  
（略）   

② 実施方法  
（略）   

③ 実施要件  
ア （略）  

イ （略）  

ウ （略）  

る場合、これに代わる非常勤職員等を配置する場合についても、事  
業の対象とする。  

（3）留意事項  

（略）   

第4 国の助成  
（略）  

（3）留意事項  

（略）   

第4 国の助成  
（略）  
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子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（案）  

「次世代育成支援対策交付金の交付対象事業  

及び評価基準について（案）」（局長通知）  

① 趣旨  

市町村において、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）   

（以下「地域ネットワーク」という。）の要保護児童対策調整機関（以下「調整機   

関」という。）の職員や地域ネットワークを構成する関係機関等（以下「地域ネッ   

トワーク構成員」という。）の専門性強化及び地域ネットワーク構成員の連携強化   

を図るとともに、地域ネットワークと訪問事業が連携を図り、児童虐待の発生予防、   

早期発見・早期対応に資することを目的とする。  

② 実施要件  

調整機関に、職員（非常勤職員等を含む。）を配置すること。  

なお、 配置する職員は、調整機関が行う業務に影響のない範囲内において兼務職   

員であっても差し支えないが、母子、保育、障害児等を含む児童福祉分野の業務に   

従事する者とする。  

③ 基本事業  

次のア及びイのいずれか又は両方を実施した場合に、それぞれ評価の対象とする。   

ア 調整機関職員の専門性強化  

②の職員の専門性向上のため、次の取組を行う。   

（ア） 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしていない場合  

次の「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」を受講させる。  

a 児童福祉法第13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定する講習会（社会  

福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院が実施する「児童福祉司資格認定  

通信課程」）  

b 児童福祉法施行規則第6条第6号から第10号及び同条第13号に規定す  

る厚生労働大臣が定める講習会（都道府県が実施する「児童福祉司任用資格  

取得のための研修（講習会）」）   

（イ）配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしている場合  

更に児童虐待への専門性を向上させるため、次の研修を受講させる。  

a 子どもの虹情報研修センター（日本虐待・思春期問題情報研修センター）  

が実施する研修  

b 都道府県や研修機関等が実施する児童虐待対応研修  
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イ 地域ネットワーク構成員の連携強化  

地域ネットワーク構成員の連携強化を図るため、次の（ア）及び（イ）のいずれか又  

は両方の取組を行う。   

（7）インターネット会議システムの導入等により、地域ネットワーク構成員によ  

る緊急受理会議や個別ケース検討会議等を適時、適切に行い、その時々の子ど  

も等の状況に応じた支援内容等について、迅速かつ適切に協議、判断するため  

の取組。   

（イ）ケース記録や進行管理台帳の電子化等により、要保護児章等について、地域  

ネットワーク構成員における情報共有、事実確認、情報収集等を迅速かつ適切  

に行うための取組。  

④ 付加的事業  

③のア又はイの基本事業を実施することを要件に、次のア～りについて事業を実   

施する場合、それぞれ評価の対象とする。   

ア 地域ネットワーク構成員の専門性向上を図る取組  

地域ネットワーク構成員の専門性向上のため、学識経験者等の専門家を招へい  

し、児童虐待対応についての共有認識と運営手法についての研修会・講習会など  

を開催する取組や、個別ケースについての具体的な支援方法及び進行管理等につ  

いての助言・指導を受ける取組。   

イ 地域ネットワークと訪問事業との連携を図る取組  

地域ネットワークの調整機関が養育支援訪問事業の中核機関となり、必要に応  

じて行う地域ネットワークによる支援内容の協議の結果に基づき、養育支援訪問  

事業の実施のための進行管理やその他の支援に係る連絡調整を行う取組や、乳児  

家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）又は母子保健法に基づく訪問事業  

等により把握された支援対象者の中で、特に地域ネットワークによるケース対応  

が必要な家庭に対して、地域ネットワークは訪問者と協力して支援を行う取組。   

り 地域住民への周知を図る取組  

地域ネットワーク活動や訪問事業活動についての地域住民への周知を図るた  

め、地域の子育て支援関係者や関係機関等を対象として、講演会やシンポジウム  

の開催を行い、地域ネットワーク活動や訪問事業活動についての情報発信を行う  

取組やマニュアル、援助事例集、又は社会資源名簿（社会資源集）を作成・配布  

し、周知を図る取組。  
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雇児発第0423005号  

平成19年4月23日  

【一部改正】平成21年7月24日 雇児発第0724001号  

都 道 府 県 知 事  

各 指 定 都 市 市 長  殿  

中 核 市 市 長  

児童相談所設置市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

身元保証人確保対策事業の実施について   

児童養護施設等に入所している子ども、里親に委託されている子ども、母子生活支  

援施設及び婦人保護施設に入所している女性や子ども、児童相談所又は婦人相談所に  

より一時保護されている子どもや女性が、施設等を退所して社会的に自立した生活を  

行おうとした場合、親等による保証人が得られず、就職やアパート等の賃借が困難と  

なる場合がある。   

施設等を退所する子どもや女性に対する自立に向けた支援は大きな課題であること  

から、就職やアパート等の賃借にあたって支障が生じることがないよう、別紙のとお  

り「身元保証人確保対策事業実施要綱」を定め、平成19年7月1日から実施するこ  
ととしたので、その適正かつ、円滑な実施を図られたく通知する。   

また、貴管内市及び福祉事務所設置町村に対しては、貴職からこの旨周知されるよ  

うお願いする。   

なお、この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項  

の規定に基づく技術的な助言である。  
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（別紙）  

身元保証人確保対策事業実施要綱   

’
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第1 目的  

身元保証人確保対策事業は、子どもや女性等（以下「子ども等」という。）の自   

立支援を図る観点から、児童養護施設や婦人保護施設等に入所中又は退所した子ど   

も等や、里親等に委託中又は委託解除後の子ども等に対し、就職やアパート等を賃   

借する際に施設長等が身元保証人となった場合の損害保険契約を全国社会福祉協議   

会が契約者として締結することにより、身元保証人を確保し、これらの者の社会的   

自立の促進に寄与することを目的とする。  

第2 実施主体等  

（1）本事業の実施主体は、対象となる子ども等の措置、保護、一時保護を行う都道  

府県、市及び福祉事務所を設置する町村（以下、「都道府県等」という。）と  

する。  

（2）本草実の運営主体は、全国社会福祉協議会（以下「全社協」という。）とする。   

第3 対象となる子ども等  

この事業の対象となる子ども等は、次に掲げるものとする。  

① 児童福祉法（以下「法」という。）第27条第1項第3号の規定により児童  

養護施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設に入所しているもの、  

又は里親若しくは小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）を行う者に  

委託されているもの、あるいは退所又は委託解除から本事業の申請まで6か月  

以内のもの。  

② 法第33条の6第1項の規定により児童自立生活援助の実施が行われている  

もの又は児童自立生活援助の実施の解除から本事業の申請まで6か月以内のも  

の。  

③ 法第33条の規定により児童相談所一時保護所（一時保護委託を含む。）に  

一時保護されているもの又は一時保護の解除から本事業の申請まで6か月以内  

のもの。  

④ 法第23条第1項の規定により母子生活支援施設に保護されているもの又は  

保護の解除から本事業の申請まで6か月以内のもの。  

⑤ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「DV防止法」  

という。）第5条又は売春防止法第36条の規定により婦人保護施設に保護さ  

れているもの又は保護の廃止から本事業の申請まで6か月以内のもの。  

⑥ DV防止法第3条第3項第3号又は売春防止法第34条第2項第3号の規定  

により婦人相談所一時保護所（一時保護委託を含む。）に一時保護されている  

もの又は一時保護の解除から本事業の申請まで6か月以内のもの。  
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第4 対象となる被保証人  

この事業の対象となる被保証人は、第3に掲げる子ども等であって、かつ次の理   

由により父母（保護者）等に適当な保証人がなく施設長等が保証人となることが適   

当な者とする。  

① 父母等が死亡又は行方不明、逮捕拘留中となっている。  

② 父母等に心身の障害がある。  

③ 父母等が経済的に困窮している。  

④ 虐待や配偶者からの暴力等の理由により父母・配偶者等が保証人になること  

が適当でない、もしくは協力が得られない。   

第5 対象となる保証人  

この事業の対象となる保証人は、次に掲げるものとする。  

① 児童養護施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設、母子生活支援  

施設、婦人保護施設については施設長とする。  

② 里親については、里親又は措置をした児童相談所長とする。  

③ 小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）を行う者については、養育  

者又は措置をした児童相談所長とする。  

④ 児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）を行う者については、養育者又は  

措置をした児童相談所長とする。  

⑤ 児童相談所一時保護所、婦人相談所一時保護所（いずれも一時保護委託を含  

む。）については、児童相談所、婦人相談所の所長とする。  

第6 保証範囲  

① 就職時の身元保証  

被保証人が雇用主のためにその業務を遂行するにあたり又は自己の職務上  

の地位を利用して雇用主またはその他の者に損害を与えた結果、身元保証人  

が被った損害に対して保証金を支払う。  

② アパート等の賃借時の連帯保証  

賃貸住宅または賃貸施設（以下「賃貸住宅等」という。）に関し、被保証  

人との間で締結された賃貸借契約に基づき、貸主に対して負担する債務のう  

ち、次に掲げるものが履行されないことにより連帯保証人が被った損害に対  

し保証金を支払う。  

ア 家賃もしくは賃貸料および共益費（以下「家賃等」という。）の支払い  

イ 賃貸住宅等の修理または現状回復の費用の支払い  

り 賃貸借期間経過後の不法住居による賠償金の支払い  

エ 前各号債務の履行遅延による遅延利息の支払い  

第7 保証期間  

この事業における保証期間は、次のとおりとする。  

① 就職時の身元保証の期間は、1年毎の更新とし、原則最長3年間とする。  
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② 賃貸住宅等の賃借時の連帯保証の期間は、1年毎の更新とし、原則最長3年   

間とする。  

第8 保証限度額  

この事業における1件あたりの保証限度額は、次に掲げるものとする。  

（∋ 就職時の身元保証  

② 賃貸住宅等の賃借時の連帯保証  

200万円  

120万円  

第9 保険料  
① 就職時の身元保証  

年間保険料10，560円（月額 880円）  

② 賃貸住宅等の賃借時の連帯保証  

年間保険料19，152円（月額1，596円）   

第10 求償権  
全社協が雇用主、家主等に損害賠償又は債務弁済を行ったときは、その賠償等を   

した金額の限度において、全社協は被保証人に対し求償権を有するものとする（実   

際上は保険契約を締結している保険会社に求償権が移転する。）。  

ただし、次に掲げる場合は、求償権の全部又は一部を行使しないことができる。  

① 被保証人が死亡したとき。  

② 被保証人が精神又は身体に著しい障害を受けたとき。  
③ 被保証人が生活に困窮し、賠償金などを返済することが困難であると認めら  

れるとき。  

④ 前3号のほか、特にやむを得ない事由があると認められるとき。   

第11 身元保証人確保対策事業運営委員会  

この事業の効果的な推進を図るため、全社協に身元保証人確保対策事業運営委員   

会（以下「委員会」という。）を設置することとする。  

なお、委員会に関する規程及び委員会の運営に関し必要な事項は全社協において   

別に定めるものとする。   

第12 身元保証審査会  

委員会に身元保証審査会（以下「審査会」という。）を設置し、審査会において   

は必要に応じて本制度の加入申請、賠償金額及び債務弁済額の審議、決定等を行う。  

なお、審査会の運営に関する規程は、全社協において別に定めることとする。   

第13 経費  
国は、都道府県等がこの事業のために支出した費用について、別に定めるところ   

により予算の範囲内で補助を行うものとする。  
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厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

児童相談所運営指針等の改正について   

児童相談所並びに市町村が行う児童家庭相談及び要保護児童対策地域協議会の運  

営及び活動については、児童福祉法、児童福祉法施行令及び同施行規則に定めるほ  

か、基本的な業務の在り方等については、従前より「児童相談所運営指針について」  

（平成2年3月5日付け児発第133号）、「市町村児童家庭相談援助指針について」  

（平成17年2月14日付け雇児発第0214002号）、「要保護児童対策地域協議会設置・  

運営指針について」（平成17年2月25日付け雇児発第0225001号）において具体的  

に示しているところである。   

今般、「学校及び保育所から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供に関す  

る指針」（平成22年3月24日付け雇児発0324第1号）を策定したこと等に伴い、児  

童相談所運営指針等を別添のとおり改正したので、改正の内容についてご了知いた  

だくとともに、児童相談所はじめ管内の市町村並びに関係機関及び関係団体等に対  

し、周知徹底をお願いする。   

なお、この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項の規  

定に基づく技術的な助言である。  
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児童相談所運営指針新旧対照表  

改 正 後   現 行   

第1章～第6章略  第1章～第6章略  

第7章各種機関との連携  第7章各種機関との連携  

第1節～第9節略  第1節～第9節略  
第10節保育所等との関係  第10節保育所等との関係  

1．保育所との連携  1．保育所との連携  

（1）～（6）略  （1）～（6）略  

（7）虐待ケースとして児童相談所で管理する児童であって、保育所  
に在籍する児童については、定期的に（おおむね1か月に1回）、  
保育所から当該児童の出欠状況等の情報提供を受け、その情報  
を組織的に評価し、必要に応じて個別ケース検討会議を開催す  
るなどにより、状況把握及び対応方針の検討を組織的に行うこ  
とが適当である。  
保育所から出欠状況等の定期的な情報提供を求める際の具体的  

な手続等については、「学校及び保育所から市町村又は児童相談  
所への定期的な情報提供について」（平成22年3月24日雇児発  
0324第1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を参照さ  
れたい。  

第11節～第12節略  第11節～第12節略  
第13節学校、教育委員会との関係  第13節学校、教育委員会との関係  
1．学校（幼稚園、小・中・高等学校等）との関係  1．学校（幼稚園、′ト中・高等学校等）との関係  
（1）～（5）略  （1）～（5）略  

（6）虐待ケースとして児童相談所で管理する児童であって、学校  
に在籍する児童については、定期的に（おおむね1か月に1回）、  壷  
学校から当該児童の出欠状況等の情報提供を受け、その情報を  
組織的に評価し、必要に応じて個別ケース検討会議を開催する  
などにより、状況把握及び対応方針の検討を組織的に行うこと  
が適当である。  
学校から出欠状況等の定期的な情報提供を求める際の具体的な  

手続等については「学校及び保育所から市町村又は児童相談所  JツLl－  ヽ  

への定期的な情報提供について」（平成22年3月24日雇児発   
0324 1号辛 労 ′、‾ r・児童家廷p 通  参照   
れたい。  

2．教育委員会との関係  2．教育委員会との関係  

略  略  

第14節～第20節略  第14節～第20節略  

第8章略  第8章略  
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市町村児童家庭相談援助指針新旧対照表  

改 正 後  現 行  

第1章～第3章 略   

第4章 関係機関との連携   
第1節～第3節 略   
第4節 学校、教育委員会等との関係   
1．学校（幼稚園、ノト中・高等学校等）との関係  
（1）～（6）略  

（7）虐待ケースとして地域協議会の進行管理台帳に菅録されている  

第1章～第3章 略・   

第4章 関係機関との連携   
第1節～第3節 略   
第4節 学校、教育委員会等との関係  
1．学校（幼稚園、′ト  

（1）～（6）略   

中・高等学校等）との関係   

児童であって、学校に在籍する児童については、定期的に（お  
おむね1か月に1回）、学校から当該児童の出欠状況等の情報提  
供を受け、その情報を組織的に評価し、必要に応じて個別ケー  
ス検討会議を開催するなどにより、状況把握及び対応方針の検  
討を組鱒的に行うことが適当であろ。   
学校から出欠状況等の定期的な情報提供を求める際の具体的な  
手続等については、「学校及び保育所から市町村又は児童相談所  
への定期的な情報提供について」（平成22年3月 24 日雇児発  
0324第1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を参照さ  
れたい。   
2 略  
第5節 保育所との関係  
（1）～（4）略  

（5）虐待ケースとして地域協議会の進行管理台帳に登録されている児  

2 略  
第5節 保育所との関係  
（1）～（4）略   

童であって、保育所に在籍する児童については、定期的に（おお  
むね1か月に1回）、保育所から当該児童の出欠状況等の情報提供  
を受け、その情報を組織的に評価し、必要に応じて個別ケース検  
討会議を開催するなどにより、状況把握及び対応方針の検討を組  
織的に行うことが適当である。   

保育所から出欠状況等の定期的な情報提供を求める際の具体的な  

手続等については、「学校及び保育所から市町村又は児童相談所へ  
の定期的な情報提供について」（平成22年3月24日雇児発0324第  
1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を参照されたい。   

第6節～第20節 略   

第5章 略  

第6節～第20節 略   

第5章 略  



要保護児童対策地域協議会設置・運営指針新旧対照表  

改 正 後   現 行   

第1章安保護児童対策地域協議会とは  第1章要保護児童対策地域協議会とは  

1～6略  1～6略  
7子ども・若者育成支援推進法（平成21年法律第71号）第19条第1項  

に規定する子ども・若者支援地域協議会との関係  

地域協議会は、上記5に掲げる対象者の早期発見や適切な保護又は  
支援を図ることを目的としている。  

一方で、子ども・若者支援地域協議会は、保護者の状況如何にかか  
わらず、社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者（対  
象年齢は30歳代までを想定）に対する支援を行うものであり、地域協  
議会とは設置目的が異なる。  

このため、子ども・若者支援地域協議会の設置によって、基本的に  
は、地域協議会の運営に影響が生じるものではない。  
ただし、地域協議会の対象である18歳未満の年齢層においては支援  
対象が重複する場合があること、また、児童相談所や学校などが双方  
の協議会の構成機関となることも考えられることから、両協議会の役  
割分担を明確にしつつ、地域協議会の支援対象である児童が自立に必  
要な年齢に到達した場合の子ども・若者支援地域協議会へ適切に斡旋  

する等の連携・協力体制の確保に十分配慮されたい。  
なお、子ども・若者支援地域協議会の設置・運営に係る具体的な取  
扱いについては、「子ども・若者支援地域協議会設置・運営指針」（平  
成22年2月23日内閣府政策統括官（共生社会政策担当）決定）を参照  

されたい。  

第2章略  第2章略  

第3章  第3章  

1．業務  1．業務  

（1）～（3）略  （1）～（3）略  

（4）虐待ケースとして進行管理台帳に登録されている児童であって、  
学校及び保育所（以下「学校等」という。）に在籍する児童につい   
ては、定期的に（おおむね1か月に1回）、学校等から当該児童の   
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平成22年慶子どもの虹情報研修センター 虐待対応研修一覧   ☆：講義をインターネット経由で醐言  

研 修 名   受 講 対 象   実施時期   定員   

22年  新任児童相談所長   4月21日（水）  

4月   ～23日（金）   

児童相談所・情緒障害児短期治療施設・  児童相談所医師・情緒障害児短期治療施設医師・精神保健福祉センタ  5月12日（水）   

5月  30名  

他の医療機関に勤務している児童虐待に携わる医師   

児童相談所医師専門研修   児童相談所に勤務する医師   5月13日（木）  

～14日（金）   

地域虐待対応研修指導者養成研修  

6月   ☆   60名    表等（本庁、教育委員会指導主事、保障機関職員等）指導的立場にあ  
る職員で、要保護児童対策地域協議会の強化にむけた研修の実施と支  

援等に携わる者   

児童相談所児童福祉司指導者基礎研修  児童相談所で児童福祉司や相談担当職員等の部下職員を指導する立場  6月29日（火）   

80名    に就いた課長・係長若しくはこれらに準ずる職にある職員で、児童相  
談所経験が5年に満たない者（児童相談所長研修、児童福祉司SV研  

修、児童心理司SV研修の受講要件を満たす者は除く）   

地助劉寺対応合同アドバンス研修   要保護児童対策地域協議会の調整機関職員・同協議会構成機関の代表  7月13日（火）  80名  

7月  ＜福井＞  （教育委員会指導主事等）及び児童相談所の市区町村支援担当者等で、  

地軌彰寺対応合同アドバンス研修  より高度なステップアップ研修を必要としている者   7月21日（水）  

＜愛媛＞  ～22日（木）   

特別研修 教育機関と児童相談所職員の  都道府県教育委員会指導主事等教育機関の指導的立場にある職員及び  7月28日（水）   

合同研修  ㊨   80名           1聖断目談所職員で、児童虐待対応に携わる職員（定員の範囲内で市町村  

教育委員会指導主事等の受け入れが可能である。）   

児童相談所児童心理司スーパーバイザー   児童相談所経験通算5年を満たした児童相談所児童心理司スーパーバ  8月3日（火）   

8月  イザー   ～6日（金）  
80名  

大学生・大学院生子ども虐待防止MDT  8月24日（火）  

（多分野横断チーム）研修   ～25日（水）   

情緒障害児短期治療施設職員指導者研修  情緒障害児短期治療施設で基幹的職員など指導的立場にある主任指導  9月7日（火）  30名  

9月  員、主任心理士、主任保育士等   ～9日（木）  

児童相談所児童福祉司スーパ∵パイザー  児童相談所経験通算5年を満たした児童相談所児童福祉司スーパーバ  9月14日（火）   

イザー   ～17日（金）   
80名■  

研修  

児童相談所長研修 ＜後期＞   同研修＜前期＞に参加した児童相談所長   10月6日（水）  

10月  ～8日（金）   

児童養護施設職員指導者研修   児童養護施設で基幹的職員など指導的立場にある主任指導員・主任保  10月26日（火）  80名  

育士・家庭支援専門相談員・個別対応職員、グループホーム長等   ～29日（金）   

治療機関・施設専門研修   児童相談所、情緒障害児短期治療施設、小児精神科医療施設等で子ど  11月9日（火）   

11月  もや家族の治療に携わる者   ～12日（金）  
80名  

公開講座   子どもの虐待防止等に関心のある者   11月9ロ（火）  100名   

児童福祉擬封旨導者合同研修   乳児院、児童養護施設、母子生活支援施設等の児童福祉施設で基幹的  12月1日（水）   

12月  80名    職員など指導的立場にある主任指導員、主任保育士、家庭支援専門相  
談員、個別対応職員等のうち、施設経験5年を満たした者   

児童福祉施設心理担当職員合同研修仏）  児童養護施設、乳児院、児童自立支援施設、情緒障害児治療施設、母  12月15日（水）  80名  

子生活支援施設等に勤務する心理担当職員   ～17日（金）  

児童福祉施設心理担当職員合同研修（B）  

㊨   ～22日（水）   
80名  

23年  児童相談所中堅児童福祉司・児童心理司  児童相談所の中堅クラスの児童福祉司又は児童心理司で、児童相談所  1月11日（火）   

1月  合同研修   経験3年を満たした者   ～14日（金）  80名  

乳児院職員指導者研修   乳児院で基幹的職員など指導的立場にある主任保育士・家庭支援専門  1月25日（火）   

相談員等   ～28日（金）   60名  

地助鄭寺対応合同アドバンス研修   要保護児童対策妙或協議会の調整機関職員・同協読会構成機関の代表  2月2日（水）   

2月  80名   ＜栃木＞  （教育委員会指導主事等）及び児童相談所の市区町村支援担当者等で、  
より高度なステップアップ研修を必要としている者   

児童相談所り巳童福祉施設職員合同研修  2月16日（水）  

㊨   ～18日（金）   

テーマ別研修「子ども虐待防止と周産期  3月2口（水）  

3月   の支援」   ～4日（金）   

テーマ別研修「DVと子ども虐待」   この問題に関わる専門職で、各所属機関等で指導的立場にある者   3月9日（水）  

～11日（金）   

随時  児童福祉施設職員等地域合同研修   児童福祉施設等で子どもや家族の援助に携わる職員   年2か所   50名   

年間  児童福祉関係職員長期研修   児童福祉に携わる職員で、高度専門的な知識・実務を継続的に学びた  6月3日～4ロ   

（W鵡研圃   い者   数名       3月17日～18日  

月1回   
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市町村における児童家庭相談業務の状況及び要保護児童対策地域協議会   

（子どもを守る地域ネットワーク）の設置状況等について（概要）   

本調査は、平成21年4月1日現在の市区町村（東京都の特別区を含む。以下同じ。）の児童  

家庭相談業務の状況及び要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の設置  

状況等について把握したものである。  

【児童家庭相談業務】  

○ 相談窓口に従事する職員数  

相談窓口に従事する職員数は、全国で6，842人となっている（前年度比12人増）。  

うち、一定の専門資格を有する者は4，411人（同125人増）となっている。   

※平成20年度において、全国の市区町村が受け付けた児童家庭に関する相談受付件数は27万364  

件（前年度比1，483件減）であり、このうち、児童虐待に関する相談受付件数は5万1，620  

件となっている（同1，500件増）（「平成20年度社会福祉行政業務報告」による）。   

【要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の設置状況】  

○ 地域協議会又は児童虐待防止ネットワークの設置率  

地域協議会又は児童虐待防止ネットワークを設置している市区町村の割合は97．6％   

（前年度比3．5％増）となっている。  

○ 地域協議会の調整機関担当職員数  

全国で4，938名（前年度比404人増）となっており、そのうち、一定の専門資格   
を有する者は2，588人（同275人増）となっている。   

○ 地域協議会におけるケースの登録数  

地域協議会におけるケースの登録数は全体で101，318件であり、そのうち、要保   

護児童ケース登録数が75．378件（74．4％）、要支援ケース登録数が24，946   

件（24．6％）、特定妊婦ケースの登録数が994件（1．0％）となっている。  

また、要保護児童ケースのうち児童虐待が48，128件（47．5％）となっている。  
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市町村の児童家庭相談業務の状況及び要保護児童対策地域協議会  

（子どもを守る地域ネットワーク）の設置状況等について  

（平成21年4月現在）   

本調査は、平成21年4月1日現在の市区町村（東京都の特別区を含む。以下同じ。）の  

児童家庭相談業務の状況及び要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）  

の設置状況等について把握したものである。  

○ 人口規模区分別市区町村数、該当人口  

（平成21年4月1日現在）   

人口規模区分  か所   【前年度】   該当区分での合計人口   

市  区  787   【791】  

人口30万人以上   65   【65】   28．937，017人  （22．5％）  

人口10万人－30万人未満   205  【199】   33．266，390人  （25．9％）  

人口10万人未満   517   【527】   27．447．002人  （21．4％）   

町  801 【808】   12．162．234人  （9．5％）   

村  191  【193】   899，115人  （0．7％）   

指定都市（政令指定都市・児童相談所設置市）  19  【19】   25．686．085人  （20．0％）   

計  1．798 【1．811】   128，397，843人  （100．0％）  



Ⅰ 市区町村における児童家庭相談業務の状況について  

1．相談窓口（主たる相談窓口）の設置場所について   

市区においては、家庭児童相談室が設置されている児童福祉主管課又は福祉事務所に窓  

口を設置している所が、人口規模30万人以上では83．1％（当該区分の総数に対する  

割合、以下同じ）、10万人以上30万人未満では86．4％、10万人未満では87．2％  

となっている。   

町村部においては、児童福祉主管課、母子保健主管課又は児童福祉・母子保健統合課に  

相談窓口を設置している所が、町では87．8％、村では87．5％となっている。   

指定都市においては、従来から児童相談所を中心に児童家庭相談を担ってきたところで  

あるが、指定都市内の区福祉事務所等に児童家庭相談窓口を設置し、重層構造にしている  

所が84．2％となっている。  

（上段：該当区分での割合  下段：市区町村数）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 末弟市区  人口10万人 未満市区  町   
合 計  

村  指定都市   

①児童福祉主管課   
493！i  585Ii  644％  553％  456，i  330！i  105，i  

38   132   286   365   63   2   886   

②母子保健主管課  
10，i   02，も   69ヽ   63，i   53ヽ   39，i  

2   55   12   

7了％   491i   54，i   35こ）＼   482，i   158！i   234％  ③児童福祉・母子保健統合課  
5   10   28   283   92   3   42l   

④福祉事務所  246Ii   220，i   319Iも   86％  421！i   133！i  

（家庭児童相談室）  16   45   165   5  239   

⑤福祉手務所  15！i   05，i   21％  10，i  08，i  

（家庭児童相談室を除く）  
2  15   

15，i  02，i   5、6％   5．8％  
⑥保健センター  

32％  

45   58   

15！i   39，i   29，i   26！i  
⑦教育委員会  

28％  

3   20   23   5  51   

⑧市設置の保健所  

05！i  
⑨市設置の児童相談所  

05！‘   158！i   0：）＼  

3   5   

⑩障害福祉主管課  02，i  1．0＼  1．OIi    0．6！（  
8   2  

⑰その他   
62！i   54，i   08！も   21％   16＼   105＼   23！i  

4   4   17   3   2   41   

合 計   
100†も   100，i   100％  100＼  100，i  100％  100，i  
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2．主たる相談窓口の担当職員について   

主たる相談窓口に従事する相談担当職員は、全国で6，842名配置されている。内訳  

は、一定の専門資格を有する者（①～⑧）が4，411名（64．5％）、そのうち、児童  

福祉司と同様の資格を有する者（①～④）が1，041名（15．2％）となっている。  

（上段：該当区分での割合  下        段：人数）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上簡区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   村  指定都市   合l十  

①  170！i   37Ii   29ヽ   206†i  tO5ヽ  児暮福祉司と同様の資格を有する舌  

（②、③又は④に該当する者を除く）   
106   187   168   84   12   161  718   

②  01，i   01！i   01Ii  01ヽ  01ヽ  

医師  

0   2  

③  1■ヽ   84％  40％  97ヽ  63Ii  29，i  16，i  
社会権祉士  

62   89   48   36   6   50  271   

④  14†i   04％   06！i   02，i   06，i  0．7％  08％  
精神保健福祉士  

5   15   7   14   5   ヰ7  

小計  
248≠   138ヽ   46％   278Ii  152％  

（（D～⑧の計）  271％      80％  
（児童福祉司と同様の資格を有する者）  

173   272   224   136   19   217  l．041   

（9  
保健師■助産蘭・■護師  

163％  192％  93ヽ  66，i  324％  J＝3Ii  

（①に該当する看を除く）  
65   102   108   739   171   127  1．312   

⑥  
教員免許を有する者  

183％  271％   34％   12I（   100Ii  132，i  153！i  

（①に故当する看を除く）  
98   201   44l   78   78  901   

⑦  121，i   70％   67％  102l  
保育士  153，i  144l      85，i  

（①に該当する看を除く）  
98   158   197   160   35   52  700   

（診  86，i   18，i   12！i   136，i  67ヽ  ①－⑦に記載の資格を有しない  

社会福祉主事   
69   97   140   40   5   106  457  

小計  757ヽ   505，i   568％   743，i  645≠  787％    681％  
（（む～⑧の計）  

503   830   1．110   l．153   235   580  4．41l   

⑨  240％   478，i   413％   168，i  295，i  ①～⑧に記載の資格を有しない  

一般事務職員   
81   153   391   1．091   171   131  2．018   

⑩  79，i   17†i   1gl   90，i  60Ii  86†i  104†i  
その他  

55   114   128   38   8   70  413   

合 計   1000％  1000，i  1000％   1000，i   1000％  1000†i  1000Ii  
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●都道府県（指定都市含む）別、主たる相談窓口の担当職員  

三暮県   126  36  2  16   13   17   2   31   9   

激暮県   15  7  12   1D   6   4   

京都府   58  6  10   10   8   4   16   

大阪府   186  63  22   4   13   7   31   14   26   6   

兵止れ   154  18  21   34   18   37   10   

奈良県   89  4  24   10   4   32   

和歌山県   80  9  25   6   4   28   6   

九取県   3  19   7   5   20   2   

島根l■   63  6  4   2   24   4   3   13  

岡山県   93  14  22   21   18   3   

広島県   74  14  3   3   10   9   4   

山口県   60  12  2  4   9   3   4   21   5   

憶島県   3  20   10   7   1 16  3   

香川県   18   3   3   

愛媛県   72  3  14   8   19   1 25  2   

高知県   8f〉  7   24   6   21   9   

手l同県   185  10  3   3   33   2：I   22   6   81   4   

佐井県   43  3  6   14   3  15   

4  長嶋l■   3   1ヰ   4   6   21   7   

熊本県   118  9  35   2   46   ヰ   
大分県   75  4  5  3   20   10   5   23   5   

宮崎県   82  3  2   26   19   3   26   

鹿児島県   126  6  16   10   8   5   69   

沖縄県   86  8  7  16   8   30   5   

札幌市   10  4  

仙台市   16  3  3   8   

さいたま市   26  3  3   2   5   

千葉市   12  6  6  

横浜市   90  18   18   18   18  18   

川崎市   5  

新潟市   25  7   2   2   

静岡市   4   4  3   

名石覆市  印  9  4  

浜松市  26  16  5   3   

東都市   98  59  7   31  

大阪市   122  28  9  3   18   †   12   25   20   

堺市   5  7  3   5  

神戸市   5  2   68  5   75  

広島市   2  3   7   2   13   

北九州市   36  4  9   7   2   

福岡市   20  7  3   6   2   

檎須賞市   31  31  

金沢市   26  12  5  2  4   

合計  6．842     718   5  271   47  1．312  901  700  457  2．018  413   

割合  1000ヽ     †0，5％  0．11  4．0％  0．7％  19．21  13．21  10．2％  8．7％  29．5！i  6．0，i   

（参考・平成  20年康）  

合計  12  52  

割合   
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●都道府県（指定都市含む）別、職員の正規・非正規、専任・兼任数   

主たる相談窓口に従事する職員は、正規職員が4，636名（67．8％）、また専任職  

員は2，893名（42．3％）配置されている。  

北濃；■   62t；   78   8も9，i   ‖．1≠  

■森！■   98   10   98†ヽ   9．3ヽ  18   gO   16．7％   83．3I   

岩手県   58   23   7D．9≠   29，1！i  19   60   24．1l   75．91   

宮廷l■   92   28   76丁ヽ   23．81  3丁   83   30．8l   69．2l   

】扱【ヨi■   56   33   629％   37．11i  39   50   43．8l   56．2≠   

山形l■   75   18   806％   19．4≠  

睾■▲l■   

23   70   24．7％   丁5．3≠  

157   32   831ヽ   16．9％  48   1J‖   ■25．4l   了4．6l   

茨城県   丁7   ¢0   56．2％   4‡．8l  64   73   46．7Ii   58，31   

栃太l■   76   40   65．5l   34．5l  45   38．8l   61．2l   

】首尾l■   83   24   7－．6％   22．4ヽ  33   74   30．8％   89．2≠   

槍玉県   183   78   70．1％   29．9l  1†l   147   43．71i   58．3≠   

羊・士l■   127   97   5671（   43．3％  131   

1真如   

93   58．5l   41．5ヽ  

303   232   56．6ヽ   43．4l  464   86．TIi   1〇．3l   

さl豪川■   83   68   55，Ol   45．0≠  90   61   59．6l   ■0＋l＼   

】腋濃l■   63   39   61．8％   38．2≠  42   60   41．2l   58．8l   

‡9  13  750，i  25．Ol    24  28  ■8．2＼  53．鍋   
右Il‖■   39   10   79．6％   20．4％  

さ■井l■   

24   2S   49，0≠   51．0≠  

25   17   59．5≠   40．5％  20   22   47．8l   52．4l   

山型l■   61   24   Tl．8≠   28．2，i  32   53   37．6I   82．4l   

書fIl■   145   67   68．ヰl   31，6％  82   130   38，丁ヽ   61．3≠   

l睦．■l■   80   38   67．8Il   32．2≠  

■f田！■   

34   84   28．8％   Tl．2ヽ  

61   S2   54，01i   46．0■  58   55   51．3≠   48．7ヽ   

＝言－   120   78   60．8≠   39．4≠  103   95   52．01i   48．01i   

83   

滋tl■   

ヰ3   65．9≠   34．1％  68   58   54．0％   4¢．Ol  

52   34   も0．5ヽ   39．51  

▼ ‘こ   
51   35   59．31   ■0＋？ヽ  

28   30   48，3％   51．7≠  30   28   51．7l   ●8＋ユヽ   

大飯府   †15   71   81＋8ヽ   38．2≠  1ヱ1   85   65．1≠   34．9l   

鼻l暮l■   75   79   48．7≠   5l．3％  75   79   48．7l   51．3ヽ   

嚢良眞   68   ヱ1   76．ヰ≠   21．6Ii  24   65   27．Ol   7：】．Ol   

細緻山■   66   14   82．5％   17．5，l  

山二l■」L   

1丁   6ユ   21．3l   78．8Ii  

49   

‥・iJ一L   

12   80，3，i   19．7ヽ  14   4丁   23．Ol   7丁．OI（  

52   82，5，i   17．5l  12   51   19．0≠   81．Ol   

岡山県   58   35   82．4≠   37．6≠  42   51   45，2l   54．8ヽ   

広▲県   4ヰ   30   59．5％   40．5，l  21   53   之8．4ヽ   Tl．61   

L山口l■   37   23   6l．Tl   38．3Ii  22   a8   36＋丁ヽ   83．3l   

香川l■   

± ■L  43  18  70．5％  29．5ヽ    23  38  37．丁～  82．3，i  
31   73．8Ii   26．2≠  35   T6．7％   83．3≠   

l■   53   19   73．6≠   26．4l  36   36   50．0≠   50＋0ヽ   

1■知れ   5ヰ   32   8i＋8ヽ   37．2！i  32   54   37．2，l   62．8≠   

蕃■蘭l■   130   55   70．3≠   29．7，i  

佐tl■   

53   132   28．もヽ   71．4l  

25   18   58．1l   41．91  18   25   」＝．91   58．1，i   

tlll■   44   27   62．0，i   38．0†i  

触太l■   

35   36   49．3％   50．7ヽ  

9l   27   77．11l   22．9％  32   86   27．1l   72．9≠   

大分t■   42   33   56．0≠   44．0，i  46   29   61．3％   38．71   

含l■l■   ¢4   18   丁8．0≠   22．0，i  

慮児．■】■   

22   60   26．8Ii   7‡．2l  

93   38   73，8，i   26．2ヽ  37   89   29．4l   70．6ヽ   

沖ill■   48   38   55．8l   44．2≠  36   50   41．9l   58．1≠   

きIl■市  10  100．0ヽ  10  100．D％  

仙台市  16  100．01i  16  1000ヽ  

さいたま1有   †6   10   6l．5l   38．51l  9   17   34．6≠   65．4l   

千t市   6   6   50．0，i   50．0†‘  6   ＄   5．ol   50，0ヽ   

】●法話   36   54   40．0≠   60．0≠  90  100，0≠   

川l■市   丁   125ヽ   87．5％  7   87．5ヽ   12．5ヽ   

新漏市   21   4   84．0≠   16．0，i  25  100．OIi   

■同市   6   6   50．0ヽ   50＋0ヽ  8   ヰ   68．7†i   38．31   

浜松 12   2   85．7，i   14．31  8   6   57．1≠   42，9l   

名舌」t市   17   9   65．4％   34．＄≠  2¢  1000ヽ  

東亜詣   56   42   57．T≠   42．9l  98  100．Dl  

大阪市   74   48   60．7≠   39．3％  80   42   65．6！i   34．4ヽ   

且市   6   15   28．6，i   11．4，i  21  100．Ol  

戸市   148   13   91．81i   8．2≠  】59  100．0ヽ   

広▲市   16   13   55．2ヽ   4ヰ．8％  13   】6   ll＋8＼   55．2l   

北九州市   丁   29   19．4ヽ   80．6％  36  100．OIi   

字■同市  20  100．0≠  20  100．0ヽ  

丑頚t市   28   3   90．3Ii   9．7ヽ  31  100．Ol  

金沢市  18  8   69．2≠   30．8l  22  4  84．6≠   15．4ヽ   

合計  4．838  2．206   6丁．8ヽ   32．2t  2．89ユ  3．94，  42．81  57▲7l  

（●奪）  

平成20年鷹   4，了28   2．102   69．2～   30，8％  2．¢94   4．136   39．4ヽ   60．6ヽ   
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3．外部人材の活用による助言について  

弁護士や医師等の外部人材の活用については、助言ありとする市区町村が416か所  

（23．1％）となっている。  

（上段：該当区分での割合  下段：市区町村数）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区   町   
合 計  

村   指定都市   

35．1％   24．0％   18．9％   17．8％   57．9％   23．1％  （1）人材活用による   
助言あり   

24   72   124   151   34   416   

76．0％   81．1％   82．2％   42．1％   76．9％  （2）人材活用による   
助言なし   

41   133   393   650   157   8   1．382   

合 計   1000％  1000％  1000％  1000％  1000％  1000％   1000％  



4．夜間・休日の対応について  

（1）夜間・休日の対応状況について  

夜間・休日の対応については、対応している市区町村が1，320か所  

（73．4％）となっている。  

（上段：該当区分での割合  下段ニ        市区町村数）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区   

町   
合 計  

村   指定都市   

①  854％   718％   586％   474％   73．4％  785％    770％  
対応している  

51   175   398   575   112   9   1．320   

②  146％   282％   414％   526％   266％  215％    230％  
特に対応していない  

14   30   119   226   79   10   478   

100．0％   100．0％  
合 計   1000％  1000％  1000％  1000％  1000，i  

ー‾l「   



（2）夜間・休日の対応方法について  

夜間・休日対応を行っている市区町村について、その内容を見ると、「③相談担当  

の職員以外の職員（守衛等）が相談担当の職員に連絡した後、相談担当の職員が対  

応」が1，057か所（58．8％）となっている。  

（上段：該当区分での割合  下段：市区町村数）  

規 模 区 分  

合 計  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区   

町   村   指定都市   

①相放担当の隋Åが宿日直  0．5％   0．8％   0．6％   0．5，i  5．3，i  ー＿旦7，も   

により対応  
4   5   12   

②夜Ⅳ卜休日対応用の携帯t話を  4．6，も   63％   68，も   40％   2．6，も  49，i  所持するなどして、相談担当の  

職員が対応  
3   13   35   32  5  0   88   

③相談担当の職員以外の糠Å（守  619％   50．3ウi   211，i   588％  衛等）が相談担当の職員に連絡  

した後、相談担当の職員が対応   32   115   314   496   96   4   1．057   

4．6％   24％   1．0！i   05，も   05％  1．0†i  ④民間の相談機関に対応を委託  

3   5   5   4   0   18   

59！i   23％   14，も  ⑤児童相談所へ転送  19，も  

0   12   12   0   0   35   

‖＝＼   54，も   34！i   47！ち   61＼  
⑥その他   200％          211Ii  

27  9   4   110   

282ウi   414，i   526†も   266％  
⑦特に対応していない   

226   79   10   478   

含 ！十   100．OIi  1000％  1000！も  1000％  1000％  1000†i  1000％  

65  
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5．都道府県（児童相談所等）からの後方支援について   

都道府県（児童相談所等）からの後方支援について、「①児童相談所等の職員による市区  

町村職員研修の実施」は1，329か所（73．9％）、「②児童相談所等の職員による個々  

の事例に対する支援に必要な情報の提供や助言」は1，556か所（86．5％）、「③ケ  

ース検討会議、要保護児童対策地域協議会に児童相談所職員等が参加」は1，605か所  

（89．3％）が「支援を受けている」と回答している。  

規 棲 区 分  

合 計  
人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   村  指定都市   

支援を受けて   754l  766％  816鬼  705，i  628l  842！i  7二19l  
いる  

（D児童相談所等の職員  
49   157   422   565   120   16  1．329  

による市区町村職員 研修の実施                                    あまり支援を  154％  117Ii  95，（  124Ii  141，i  105％  117Ii   受けていない  10  24  49  99  27  2  211  

合 計  908，i  883，（  911！（  829％  770％  947Ii  857，i  
59   181   4了1   664  ．147   18   1540   

支援を受けて   846％  888，i  936％  861，i  660Ii  1000！i  865，i  
②児童相談所等の職員  55   182   484   690   126   19  1．556  

102l   83％  による個々の事例に   
対する支援に必要な  9   21   31   69   20  
情報の提供や助言  

150  

998！（  948Ii  764！i  1000，i  949，（  合 計  985，i  990Ii  
64   203   515   759   146   19   1．70¢   

893，i  支接を受けて   98．5！i  971％  969，i  870！i  665％  895！i  
③ケース検討会譲、妻  64   199   501   697   127   17  1．605  

保護児壬対策地域協   
議会に児童相談所職  

5   12   
Å等が参加  

36   14   69  

995％   合 計  1000，（    992％  915ヽ  738！i  947，i  931％  
65   204   513   733   141   18   1674   

39，i   支援を受けて   46！i    79％  75，（  31＼  105l  67％  
④年間を通じて市区町  3   8   41   60   6   2   120  

24％   41＼  62，i  94％   105†i   55Ii  村に都道府県（又は   

児童相談所）職■を  3   5   21   50   
派遣  

18   2   99  

6：3l   合 計  92＼    120，i  137，（  126Ii  211！i  122l  
6   13   62   110   24   4   219   

支援を受けて  6．8l  13．0％  8．7％  6．9＼  7．g！i  15．8ヽ   

⑤定期的に市区町村に  2   14  67  55   15  3  15（享  

68Ii   77，（   都道府県職Å（又は   

児童相談所）を派遣  5   14   40   65   2   144  

108，i   137！i   167！i  して市区町村を支撲  
合 計      207，（  150％  173，i  263％  

18  

7   28   107   120   33   5   300   

93，i   39，i   31％   46！i  支援を受けて  
いる   14   19   20   25   3   2   83  

4ヰ＼   29！i  37，i  52！i   37，i  ⑥児童相談所への市区  
町村職Åの受け入れ  

9   15   30   10   66  

137†i   合 計  231！i    68l  鋸川  68！i  158！i  83％  
15   28   35   55   13   3   149   

支援を受けて  
⑦国の指針とは別に、  

都道府県独自の市  
46   127   265   304   47   13   802  

区町村向けの児童  93％   53，i   101ヽ  あまり支援を  
家庭相談マニュアル  5   19   42   86   28   ‖＝  

等を作成  合 計  785，i  712％  594％  487！i  393％  737！i  547，i  
51   146   307   390   75   14   983   

89！（   105＼   86ヽ  支捷を受けて  
いる   8   28   46   56   1ヰ   2   154  

⑧その他  102！i   93，i   66，i  94！i   53％   82％  あまり支捷を  
受けていない   7   21   48   53   18   148  

158ヽ   168！i  合 計  23．1％  239，i  182！i  136，i  168％  
15   49   94   109   32   3   302   

市区町村数  65   205   517   801   191   19   1，798   
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6．虐待事例に関する役割分担について   

虐待事例に関し、市区町村と児童相談所の役割分担の取り決めがなされているかどうか  

については、「取り決めはなく、個々の事例ごとに異なる対応になっている」が1，280  

か所（71．2％）となっている。また、市区町村と児童相談所が重なる虐待事例を取り  

扱う際、どちらが事例の主担当であるか明らかにしているかについては、905か所  

（50．3％）の市区町村は個々の事例によって主担当を決めている。  

（上段：該当区分での割合  下段：市区町村数）  

規 模 区 分  

合 計  
人口80万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   村  指定都市  

文暮での取り決め   95Ii   65ヽ   85ヽ  1コ8ヽ  ‖＝ヽ      37ヽ  3†6＼  
29   49   52   7   6   152  

文暮はないが一応決められ  369ヽ  302㌔  219Ii  167％  131ヽ  421Ii  20ヰヽ   
（か市町村と児童相談所  
の役割分担について  24   62   113   134   25   8   366  

の取り決め   取り決めはなく、個々の事例ごと  492，i  5561  68†＼  768l  832，i  ？63ヽ  7121  
に異なる対応になっている   32   114   355   615   159   5  1．280  

合 計   1000，i  1000％  1000Ii  1000％  1000，i  1000l  1000，i  
65   205   517   801   191   19  1．798   

明らかにしている  92％  151＼   97！i   64ヽ   47†i  211％   84l  

（文書等でルールを明紀）  6   31   50   51   9   4   151  

明らかにしている   44．6％  一jO．0≠  30．2％  20．0≠  115ヽ  47．4≠  25．51i  

②市町村と児手相談所  29   82   156   160   22   9   458  
が重なる事例を取リ  
扱う際、どちらが主  7．7！i  54＼  112！i  201，i  257，i  158％  

担当か明らかにして  5   58   161   49  284  
いるか  

個々の事例による   385％  395ヽ  489†i  536ヽ  58‖i  316ヽ  503†i  
25   8l   25a   429   111   6   905  

合 苫十   1000Ii  1000～  1000，i  1000ヽ  1000？i  1000％  1000）i  

65   205   517   801   191   19  1．798   

市区町村数  65   205   517   801   191   19  1．798   
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【参考】市町村児童家庭相談件数（平成20年度社会福祉行政業務報告（福祉行政報告例）より抜粋）  

平成20年度に全国の市町村が受け付けた児童家庭に関する相談受付件数は約27万件（対前  

年度比1，483件減）、うち児童虐待に関する相談受付件数は51，620件（対前年度比1，500件増）。  
また、相談を受け付けた後、具体的な援助内容（助言指導・児童相談所等への送敦等）を決定し  

た相談対応件数は約28万件（対前年度比2，287件減）、うち児童虐待に関する相談対応件数は  

53，020件（対前年度比1，402件増）となっている。  

受付件数  対応件数  

総：教（影  児士虐待相談  その他の■相談  総∵数 ③  児童一虐待相談  その他の相談  
肉   の－（芝）  

北 海；圭   

床）   8）一店）  

8＿845   1．425   7．420   9．078   1．463   7．615   
1＿799   82   1＿717   

岩 手 県   
179a   82   1＿716  

1．504   488   l．018   l．560   483   1．077   

2．618   759   1．859   2．655   767   1．888   

秋 田l■   1．521   212   1．309   1．515   

形 県   
208   1．307   

1．993   

トー＝  －－・  

221   1．7了2   1．966   211   1．755  

2．692   420   2．272   2．691   417   2．274   

4．204   820   3．384   4．352   

栃 末 県   
857   3．495  

1．832   445   1．387   1．839   452   1．387   

2．716   539   2．177   2．709   528   2．181   

揃 玉！■   9．415   1．883   7．532   9．427   1．890   7．537   

羊 璽巨！■   6．600   1．976   4．624   7．056   2．160   

藁二 責：割   

4．896  

29．424   4．705   24．719   28．366   4．838   23．528   

神童川！農   5．783   l＿589   4．214   6．270   1．827   

新；縫 県   

4．443  

4．694   657   4．037   4．731   680   4．051   

富 山 県   2．364   348   2．016   2．406   387   2．019   

；E 川 県   1．248   240   1．008   

福 井 県   
1．239   238   1．001  

1．264   183   l．08l   l．328   

山 型！■   

190   1．】38  

1．620   298   1．322   1．790   

豊 野 県   
363   1．427  

5．318   721   4．59了   5．487   724   4．763   

4．661   599   4．062   4．900   

静 間】県   
618   4．282  

3．924   1．014   2．910   4．017   1．024   2．993   

5＿874   1＿658   4．216   6．050   1．699   4．351   

4．928  849  4．079  4．944  855  4．089   
5．107   2．307   2．800   5．108   2．307   2．801   

東 都 府   2＿015   728   1．287   2＿015   728   1．287   

16．813   5．907   10．906   16．947   5．950   10．997   

丘Ii！■   23．489   2．612   20．877   23．490   2．612   20．878   
奈 良 県   6．425   728   5．899   6．425   了26   5．699   

和＝牧山県   1．780   305   1．475   1．799   

取 県   
310   1．489   

888   137   751   

月■ 租 皇■   
884   142   742  

1．253   251   1．002   1．253   251   1．002   

2．052   1．080   972   2．052   l．080   

広 島 県   
972  

2．905   756   2．149   2．906   746   2．160   

山 口 県   1．709   375   1．334   l．580   

竃恵」■l■   

379   1．201  

1．245   232   1．013   1．297   232   1．065   

香 川 県   1．455   458   997   1．495   

愛 姓 県   
477   1．018  

1．420   327   1．093   1．398   320   1．078   

1＿779   446   1＿333   1．774   

福 歴Il■   

445   1．329  

9．363   1．310   8．053   10．278   1．341   8．937   

1．167   216   95l   1．260   

長 峰 県   
214   1．046  

2．299   393   1．906   2．255   381   1．874   

3．318   689   2．829   3．420   

大 分 県   
712   2．708  

2．433   588   1．845   2．440   599   1．841   

1．706   513   1．193   1．659   

鹿児上■l■   

544   1，115  

2．522   422   2．100   2．522   323   2．199   

2．122   556   1．566   2．136   572   1．564   

書旨定都市（別椙）  
♯Ll是 市   748   53   695   748   53   695   

仙 台 市   922   309   613   922   309   613   

きいたまl右   526   247   279   

羊 糞 市   
534   251   283  

1．330   542   788   1．374   

市   
550   824   

22．156   338   21．818   24．014   763   23．251   

川 崎 市   4．987   645   4．342   5．081   

新 王点 前   
656   4．425  

285   16a   l17   285   168   117   
1．342   255   1＿087   1．342   255   1．087   

浜 松 市   1．120   123   997   1．130   

名古屋】右   
135   995  

1．143   705   438   1．861   481   1．380   

1．808   827   98l   2．004   

大 阪 市   
916   1．088  

4．686   1．196   3．490   4．809   1．166   3．643   

2．910   1．093   1．817   2．910   1．093   1．817   

8．817   645   8．172   8．817   

ーー■   
645   8．172  

839   139   700   787   132   655   

北九州市   2．198   443   1．755   2．198   

ヰ言 問 市   
443   1．755  

1．810   402   1．408   1．980   

中二陵市一男国手邑）  

525   1．455  

586   2．242   127   2．115   

21且744  2776n5   ●  ●   22451i5   

平成19年雇   271．847   50．120   221．727   279．892 51．618  228．274   

対前年度   ▲1．483   1．500   ▲2．983   ▲2．287 l．402  ▲3．689   
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Ⅱ 要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）   

の設置状況について  

1．設置状況につい て  

（1）要保護児童対策地域協議会及び児童虐待防止ネットワーク設置状況  

児童福祉法第25条の2に規定する要保護児童対策地域協議会（以下「地域協議  

会」という）を設置済みの市区町村は、全国1，798市区町村のうち1，663  

か所（92．5％）、児童虐待防止ネットワーク（以下「ネットワーク」という）を  

設置済みの市区町村は、92か所（5．1％）となっている。  

地域協議会又はネットワークを設置済みである市区町村の数及び割合は、  

1，755か所（97．6％）となっている。   

表1－1 地域協議会及びネットワークの設置状況  （平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

合 計  
人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人 未1市区  人口10万人 東鶉市区  町   村  指定都市   

市区町村数  65   205   517   801   191   19  1，798   

数   64   200   4g9   721   18  1，663  
地域協機会  

％  98．5％  97．6％  96．5％  90．0％  84．3％  94．7％  92．5％   

数   16   59   10   
ネットワーク  

％  1．5％  2．4％  3．1％  7．4％  5．2％  5．3％  5．1％   

数   65   205   515   了80   19  1．了55  

含  l十  

（参考1） 地域協雑食又はネットワークの設置数および割合  

注）平成lT年度までは6月1日現在の調査であり、18年摩からは4月1日現在の精査である白  
平成16年度まではネットワークの設■数及び割合であり、平成17年磨からは地域協襲全文はネットワrクの設置数及び割合であるn  
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（2）地域協議会及びネットワークの設置見込み  

平成21年度末の地域協議会又はネットワークの設置数及び割合は、1，782  

か所（99．1％）、平成22年度末には1，790か所（99．6％）となる見込  

みである。  

表1－2 地域協議会及びネットワークの設置見込み  く平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

人口10万人  
人口30万人 以上市区   以上30万人  村   指定都市   

合 計  

未満市区   

市区町村数  65   205   51了   801   191   19  1．798   

平  地域協議会   数   64   200   499   721   161   18  1．663  

ネットワーク   数   5   16   59   10   92  

数   65   205   515   780   19  1．755  
小 計  

日  
％  100．0％  100．0％  99．6％  97．4％  89．5％  100．●0％  97．6％   

平  
成  地域協議会   数   65   202   510   755   1了5   19  1，726  
2  

ネットワーク   数  3   41   5  56  
年  
度  
未  数   65   205   796   180   19  1，782  

見  小 計  
込  
み  

％  100．0％  100．0％  100，0％  99．4％  94．2％  100．0％  99．1％   

平  
成  地域協議会  数  65   204   514   774   180   19  1，756  

2  

2  ネットワーク  軟  3   25   5  34  
年  
度  
未  数   65   205   517   799   185   19  1．790  

見  小 計  
込  
み  

％  100．0％  100．0％  100．0％  99・8 

数  2   6  8  

ネットワークが設正されておらず、   
地域協議会も設置しない  

％  0．2％   3，1％  0．4％   

数   205   517   801   1．798  

合  計  
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（3）都道府県ごとの地域協議会又はネットワークの設置状況  

地域協議会又はネットワークを設置済みの市区町村の割合を都道府県ごとにみる  

と、最低で79．5％、最高で100．0％となっている。  

全体では、60～79％が1県（2．1％）、80～99％が13都道県  

（27．7％）、100％が33府県（70．2％）となっている。  

（参考2） 都道府県ごとの地域協議会又はネットワークの設置状況  （平成21年4月1日現在）  

地域協議会   ネットワーク  全体  

数  ％  数  ％  数  ％   
北海道  167  92，8％  10  5，6％  177  98．3％   
書森県  40  100．0†i  40  100．0％   

岩手県  35  100．0％      35  100，0％   
宮城県  28  77．8％  ロ  22．2％  36  100．0％   
秋田県  25  100．0％      25  100．0％   
山形県  35  100．0％  35  100．0％   

福島県  37  62．7％  16  27．1％  53  89★8l   
茨城県  42  95．5％  l  2．3％  43  97．7％   
栃木県  30  100．0％  30  100．0％   

群馬県  36  100．0％  36  100．0％   

埼玉県  70  100．0％      70  100．0％   
千葉県  45  80．4％  10  17．9％  55  98．2％   
東京都  58  93．5％  58  93．5％   

神奈川県  33  100．0％      33  100．0％   
新潟県  30  96．8％      30  96．8％   

13  86．7％   富山県  13  86．7％  
石川県  19  100．0，i      19  100．0％   
福井県  ‖  100．0％  100．0％   

山梨県  28  100．0％      28  100．0％   
長野県  75  93．8％    1．3％  76  95．0，i   

岐阜県  42  100．0％      42  100．0％   
静岡県    73．0％    21．6％  35  94．6％   

愛知県  61  100．0％      四  100．0％   
三重県  29  100．0％  29  100．0％   

滋賀県  18  69．2％  ロ  30．8％  26  100．0％   

京都府  26  100．0％      26  100．0％   
大阪府  42  97．7％  l  2．3％  43  100．0％   
兵庫県  41  100．0％  41  100．0％   

奈良県    69．2％  4  10．3％    79．5，i   

和歌山県  四  90．0％  巴  10．0％  30  100．0％   
鳥取県  19  100．0％  19  100．0％   

島根県  21  100．0％  100．0％   

岡山県  27  100．0％  100．0％   

広島県  23  100．0％      23  100．0％  

地域協議会   ネットワーク  全体  

数  ％  致  ％  数  ％   
徳島県   23  95．鍋    4．2％  24  100．0％   

香川県  m  76．5％  3  17．6％  田  94．Ⅷ   
愛媛県   95．0％    5．0％  20  100．0％   

34  100．0％   高知県  34  100．0％  
福岡県   56  84．8％    10．6％  63  95．5％  

100．0％  佐賀県  20  100．0％      20   
長崎県   23  100．0％  23  100．0％   

熊本県   47  100．0％  47  100．0％   

大分県  山  94．4，i  l  5．6％  田  100．0％   
宮崎県   100．0％  100．0％   

鹿児島県  凹  84．4％  4  8．9％  42  93．3‰   
沖縄県   田  78．0％  5  12．2％  田  90．2％   

全国  1．663  92．5†ら  92  5．1％  1．755  97．6％   

設置済み  
市町村の割合   都道府県数（構成比）   

100％   33（70．2％）   

80％・－9 9％   13（27．7％）   

60％′－7 9％   1（2．1％）   

合  計   4了   
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2．設置形態・構造・構成メンバーについて  

（1）地域協議会の構造  

地域協議会の構造は、「3層構造」が1，073か所（64．5％）、「2層構造」  

が488か所（29．3％）となっている。  

表2 協議会の構造  （平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人  村  指定都市   合 計  
未満市区   

地域協議会設置数  
（平成21年4月1日）  64  200  499  721  161   18  1．663   

3層構造  数   53  172  375  393   64   16  1，073  
（代表者会議、  

実務者会議、  
個別ケース検討会議）  ％  82．8，i  86．0，i  75．2％  54．5！i  39．8％  88．9％  64．5％  

2層構造  数   3   14   97  289   85  488  
（代表者会議と実務者会議、   

又は  
代表者会議と個別ケース検討会害義）                   ％  4．7，i  7．0！i  19．4，i  40．1％  52．8％  29．3％   

数   8   14   27   39   12   2  102  

その他  

％  12，5！（  7．0％  5．4，i  5．4％  7．5†i  11．1％  6．1％   

数   64  200  ヰ99  721  161   18  1，663  

合 計  

（2）実務者会議の形態  

実務者会議の形態は、「全ての相談種別を実務者会議として協議する」が865か  

所（52．0％）、次いで「相談内容別に分けて開催する」が489か所（29．4％）、  

「地域別に分けて協議する」が145か所（8．7％）となっている。  

表3 協議会の実務者会議の形態（複数回答）  （平成21年4月1日現在）  

規 棟 区 分  

合 計  
人口30万人 以上市区  人口lO万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   村  指定都市   

地域協護会設置数  
（平成21年4月1日）  64  200  499  721  161   18  1，663  

数   27  109  252  377   96   4  865  
全ての相談種別を  
実務者全書♯として協議する  

％  42．2！i  54．5，i  50．5，i  52．3！i  59．6％  22．2，i  52．0，i   

致   17   19   40   50   7   12  145  
地域別に分けて協議する  

％  26．6％  9．5％  8．0！i  6．9！i  4．3％  66．7！も  8．7！i   

赦   7   36  123  264   56   3  489  
相談内容別に分けて開催する  

％  10．9，i  18．0，i  24．6％  36．6％  34．8％  16．7†も  29．4％   

数   18   43   96   70   19   2  248  

その他  
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（3）構成する関係機関等  

地域協議会への参加割合をみると、行政機関では、教育委員会、児童相談所、警  

察署、都道府県設置の保健所の参加率が、関係機関では、保育所、幼稚園、小中学  

校の参加率が、関係団体では民生児童委員協議会、医師会の参加率が高かった。   

表4 関係機関等の状況  
（平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

合 計  
人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人  

未満市区   村  指定都市  

数  ％   
地域協嬢会設置数（平成21年4月1日）  200   499   721   161   18  1．663  100．0，i   

児暮福祉主管課   57   190   415   396   64   13  1．135  68．3％  

母子保健主管課   54   165   384   333   55   13  1．004  60．4，i  

児暮福祉・母子保健統合主管課   13   29   80   355   107   7  591  35．5％  

福祉事務所（汝庭児暮相談室）   40   123   358   74  19  15  627  37．7％  

市  55   135   243  51  9  13  506  30．4，i  

町  41   129   256   283   46   10  785  46－0％  

63   485   693   148   村  1．606  96－6！i  

市毅覆の保健所   40   18   13   12   5   12  1α）  6．0！i  
行  
政  2   2   5   8   5   18  40  2．4％  

丑  38   131   237   関  298   52   6  762  45．8，i  

その他   42   124   190   156   43   12  567  34．1％  

児暮相談所   63   †98   490   682   149   5  1，587  95．4！i  

国  13   164   432   509   93  1．211  72．8！i  

橿祉■拝所   3   24   109   436   100  672  40．4，i  

都 ；暮  64   198   492   688   146   18  1．606  96．6％  

府  42   121   253   202   19   15  652  39．2†i  

県  8   21   6   8  55  

その他   14   35   73   89   20   233   

病院・診療所  34   96   198   342   99   9  778  46．8，i  

医                      保書所（地域子書て支援センターを含む）  53   177   451   657   141   14  1．493  89．8，i   舟  
機  53   174   4D7   440   45   14  1．133  68．りi  

闇  51   178   436   659   153   14  1．491  89．7，i  

救  50   172   419   645   149   13  

書 機  53  107   65   14  3  

購  23  50  98   105  21  8   

乳児院  
書■  

15   19   4   10  60  3．6！i  

祉  34   77   98   47   2   15  273  16．4，i  

施 股  2   7   4  3  17  1，0％  

専   2   6   5   4  6  23  1．4！i  

児土豪庖支櫻センター  5   24   41   33   8   5  114  6．9！l   

‡■ 祉  7   25   36   27   8  102  6．1，i  

施  13   24   32   16   4  90  5．4≠  

！全 零   15   41   76   75   9  227  13．7％   

190   427   311   医師会   63        29  17  
歯科医師会  35   105   140   77   3  12   

関  4   7   9   2  22  1．3，i  

係  23   33   35   7   2   14  114  6．9％  

団  38   125   253   389   92   9  906  54．5！i  

体  64   194   467   651   135   18  1，529  gl．9％  

等  20   50   60   30   7   14  181  10．9，i  

里親会  8  3  15  6   
その他  44   101   220   190  33   16  604  36．3！i   

（注）地域協議会から見た参加割合であり、関係機関の中には、都道府県単位で設置されるものや、全て   

の都道府県に設置されていないものもある。  
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3．要保護児童対策調整機関について  

（1）要保護児童対策調整機関の指定  

児童福祉法第25条の2第4項に規定する調整機関は、児童福祉主管課が907  

か所（54．5％）で最も多く、次いで児童福祉・母子保健統合主管課が436か  

所（26．2％）、福祉事務所（家庭児童相談室）が129か所（7．8％）となっ  

ている。  

表5 要保護児童対策調整機関の指定  （平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

人口38万人 以上市区  人口10万人 以上30万人  村  指定都市   合 計  
未満市区   

地域協議会設置数  
（平成21年4月1日）  

64  200  499   721   18  1．663   

数   42   147  320  348   44   6  907  
児童福祉主管課  

％  65．6％  73．5％  64．1％  4臥3％  27．3％  33．3％  54．5％   

数  5   18   4  27  
母子保健主管牒  

％  1．0％  2．5％  2．5％  1．6％   

数   8   10   3了  289   87   5  436   
児童福祉・子保健統合主管                  母     計主管輝   

％  12．5％  5．0％  7．4％  40．1％  54．0％  27．8％  26．2％   

福祉事務所  数   10   25   88   3   2   129  

（家庭児童相放室）  ％  15．6％  12．5％  17．6％  0．4％  1．2％  5．6％  7．8％  

福祉事務所  数   28  2  32  

（家庭児童相放室を除く）  1．2％  1．9％   

数  10   2  14  
保健センター，  

％  0．5％  0．2％  1．4％  1．2％  0．8％   

数  3   13   24   8  48  
教育委員会  

％  1．5％  2．6％  3．3％  5．0％  、2．9％   

数  
市設置の保健所  

％  0．6％  0．1％   

数  4   2   3   9  

児童相紋所  
％  0．6％  1．2％  16．7％  0．5％   

数  5   

障害福祉主管課  
％  0．2％  0．7％  0．6％  0．4％   

数   3   13   6   20   8   3   53  
その他  

％  4．7％  6．5％  1．2％  2．8％  5．0％  16．7％  3．2％   

数   64  200  499  721   18  1，663  
合 計  
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（2）担当職員  

調整機関の担当職員は、全国で4，938名酒己置されている。内訳は、一定の専  

門資格を有する者（①～⑧）は2，588名（52．4％）、そのうち「児童福祉司  

と同様の資格を有する者（①～④）」は699名（14．2％）となっている。  

表6－1要保護児童対策調整機関の担当職員  （平成21年4月1日現在）  

規 模 区 分  

人口3D万人 以上市区  人口TO万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  軒   合 計                村  指定新市   

地域協議会設置数  
（平成21年4月1日）  

64   200   499   721   161   18  1，663   

①児童福祉司と同様の資格を有する  80   156   141   65   8   39  489  
者（児童福祉司たる資格を有する看）  

（②、③又は④に該当する者を除く）   

数  
②医師  

％  0．1％  0．1％  0．1％  0．1％   

数   50   40   28   174  
③社会福祉士  

％  8．4％  5．9％  2．7％  1．了％  2．3％  5．1％  3．5％   

数   14   
④精神保健福祉士  

％  0．鍋  1．了％  0．3％  0．5％  0，3％  0．6％  0．1％  

小計（①～④の計）  
赦  114   221   102   59 699 

（児童福祉司と同様の資格を有する看）  
31．0％  26．2％  12．8％  6．4％  5．2％  16．9％  14，2％   

⑤保健師・助産師・看護師  
数   42   90   106   292   75  682  

（①に該当する者を除く）  
％  11．4％  10．7％  7．2％  18★2l  25．2％  21．4％  13．鍋   

（参教員免許を有する者  数   109   244   61   4   10  464  

（①に該当する看を除く）  
％  9．8％  12．9％  16．7％  3．8％  1．3％  2．9％  9．4％   

⑦保育士  
致   46   94   135   98   25   22  420  

（①に該当する看を除く）  
％  12．5％  11．1％  9．2％  6．1％  8．2％  6．3％  8．5％   

（診（むから⑦に該当しない   数   143   25   6   26  323  

社会福祉主事  
％  8．7l  10．8％  9．8％  1．6％  2．0％  7．4％  6．5％   

散  2了0  605   815  578   128   1g2  2，588  
小 計（①－⑧の計）  

％  73．4％  71．6％  55．6％  36．0％  41．8％  54．9％  52．4％   

⑨①から⑧に該当しない   赦   175   567  1，006   134  2．133  

一般事務職  
％  21．2％  20．7％  38．7％  62．7％  56．5％  38．3％  43．2％   

数   20   65   83   20   5   24  217  
⑩その他  

％  5．4％  7．7％  5．7％  1．2％  1．6％  6．9％  4．4％   

数  368   845  1，465  1，604   306  350  4，938  
合 計  
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（3）担当職員の詳細  

担当職員の正規職員・正規職員以外の状況は、正規職員が3，887名  

（78．7％）、正規職員以外が1，051名（21．3％）となっている。  

また、専任・兼任の状況は、専任が1，914名（38．8％）、他の業務と兼任  

が3，024名．（61．2％）となっている。  

児童対策調整機関 表6－2 二罫保護 の担当職  （平成21年4月       1日現在）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口川万人 以上）0万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   村  指定都市   合 計  

地域協議会設置数  
（平成21年4月1日）  

64   200   499   721   161   18  1．663   

数  368   845  l，465  l．604   306   350  4．938  
担当職Å数  

％  100．0％  100．0％  100．0％  100．0％  100iO％  100．0％  100．0％  

数  257   558   968  1．523  294  287  3．887  
正規職1  

正規職1・  
95．0％   96．1l        ％  69．8≠  66，0％  66．1％    82．0％  78．了％  

正規職▲以外の状況  
数  287   497   12   63  1．051  

正規職且以外  

％  30．2％  34．0％  33．9％  5．0％  3．9％  18．0％  21．3％   

赦  273   510   627   14   269  1，914  
書 任  

％  74．2％  60．珊  42．鍋  13．8％  4．6％  76．9％  38．8％  
書任・兼任の状況  

数   95   335   838  1．383   292   81  3，024  
兼 任  
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4．活動状況等について  

（1）児童虐待防止に関する活動内容  

平成20年度における代表者会議の設置は1，248か所、実務者会議の設置が  

1，069か所、個別ケース検討会議の設置が1，379か所となっている。また、  

年間の平均開催数は、代表者会議が1．26回、実務者会議が6．06回、個別ケ  

ース検討会議が19 ．52回となっている。  

なお、個別ケース検討会議における1ケースあたりの平均検討回数は2．48回  

となっている。  

表7 児童虐待防止に関する活動内容 （平成20年度実績）  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人口10万人 以上30万人  村  指定都市   合 計  
未満市区   

平成20年度設正教   
代  （a）  

190  440  458  1，248  
表  

者  開催実績劫  
A  

（b）   505   1，568  
コf  

芸濃   平均開催数  
（c）＝（b）÷（a）   回  1．74  1．35  1．24  1．10  1．07  3．72  1．26   

平成20年度設正数   
実  （d）  

60   183 371 379   60   16  1．069  
務  

者  開催醐  
．d■  

590  1425  2，064  1424  皿  856  6477   
コⅩ  
譜   

（） 回   9、83  了．79  5．56  3．76  1．9了  53．50  6．06  

平成20年度  
個別ケース検討会護設鷹数   63   473  559   了3  14  

（g）  ‾ 

個  
484   1，366   

別 ケ l   

， 

討  
ス 検   

コ耳  
護   

（） 回   64．95  42．65  18．50  6．84  6．63  97．57  19．52  

1ケースあたりの平均検討回数  （り＝（」）÷（i）  回  2．15  3．23  2．39  1．74  3．01  1．77  2．48   
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（2）ケースの実登録数  

地域協議会におけるケースの登録数は全体で101，318件であり、そのうち、  

要保護児童ケース登録数が75，378件（74．4％）、要支援ケース登録数が  

24，946件（24．6％）、特定妊婦ケースの登録数が994件（1．0％）と  

なっている。  

また、要保護児童ケースのうち児童虐待が48，128件（47．5％）となっ  

ている。  

表8－1ケースの実登録数  （平成21年6月末日時点）  

享保護児童ケース  
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（3）ケースの進行管理台帳の作成  

地域協議会とこおけるケースの進行管理台帳は、1′159か所〈69・7％〉で  

｛仁ア息左L一くヽ、もu  

進行管】璽ム帳 作成の有虫  表B－2 ケース進行‘菅雪空台帳の作尿の有窯  

規 模 区 分  

人口10万人  
人ロ30万人    以上30万人  合 計  

以上市区    未満市区   
村  指定都市   

地域協議会設置数  

（平成21年4月1日）  
64   200   499   721   1．663   

数  62   173   403   434   72   15   1．159  

作成している  

％  96．9％  86．5％  80．8％  60．2％  44．7％  83．3％  69．了％   

数  2   27   96   287   89   3   504  

作成していない  

％  3．1％  13．5％  19．2％  39，8％  55．3％  16．7％  30．3％   

数  64   200   499   721   18   1．663  

合 計  
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（4）ケースの見直しの頻度  

地域協議会においてケース進行管理台帳を作成している場合、ケースの見直しの  

頻度として、少なくとも「3か月以内に1回」が305か所（18．3％）、「4～  

6か月以内に1回」が175か所（10．5％）、「6か月以上に1回」が51か所  

（3．1％）となっている。また、「必要に応じて随時」が594か所（35．7％）  

となっている。  

表8－3 ケースの見直しの頻度  

規 模 区 分  

人口30万人 以上市区  人白10万人 以上30万人 未満市区  人口10万人 未満市区  町   
合計  

村   指定都市   

地域協議会設置数  
（平成21年4月1日）  

64   200   499   18   1．663   

うちケース進行管理台帳  
を作成している協議会数  

62   403   434   72   15   1，159   

数  33   121   57   8   305  

（》 3か月以内に1回  

％  51．6％  38．5％  24．2％  了．9％  5．6％  44．4％  18．3％   

数  12   63   57   3   3   175  
（診 4－6か月以内に1回  

％  18．8％  18．5％  12．6％  7．9％  1．9％  16．7％  10．5％   

数  3   13   24   

③ 6か月以上に1回  

％  4．7％  3．0％  2．6％  3．3％  3．1％  3．1％   

数  48   120   197   138   17   531  
小計  

％  了5．0％  60．0％  39．5％  19．1％  10．6％  61．1％  31．9％   

数  13   46   194   284   54   3   594  

④必要に応じて随時  

％  20．3％  23．0％  38．9％  39．4％  33．5％  16．7％  35．7％   

数  l   12   34  

⑤その他  
％  1．6，も  3．5％  2．4％  1．7％  0．6％  5．6％  2．0％   

数  62   403   434   15   1．159  
合 計  
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（5）ケース終結の基準  

地域協議会において、ケースを終結させるにあたり、「基準あり」は341か所  

（20．5％）、「基準なし」は1，322か所（79．5％）となっている。  

表8－4 ケースの終結  

規 模 区 分  

人口10万人  

人口30万人    以上30万人  町   
合 計  

以上市区    未満市区   
村   指定都市   

地域協議会設置数  
（平成21年4月1日）  

64   200   499   721   18   1，663   

数  34   83   128   78   13   5   341  

基準あリ  

％  53．1％  41．5％  25．7％  10．8％  8．1％  27．8％  20．5％   

数  30   117   371   643   148   13   1，322  

基準なし  

％  ．46．9％  58．5％  74．3％  89．2％  91．9％  72．2％  79．5％   

数  64   200   499   721   161   18   1．663  

合 計  
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